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当初 設計書

令和２年度

改修工事（機械設備工事）

福祉工-1

ふれあいの里可児空調・屋根防水改修工事

◎注意事項

　この内訳書の工事項目及び数量は、積算する上での参考
資料です。
　積算の際は、設計図面にて工事項目及び数量を拾い出し
積算して下さい。

可児市 福祉部 福祉支援課



福祉工-1 工事箇所
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工事番号 可児市 中恵土 地内 施設名 ふれあいの里可児

工事名 ふれあいの里可児空調・屋根防水改修工事

理         由  工　　事　　概　　要 

ふれあいの里可児は建設時より20年以上経過
しており、老朽化のため空調設備を更新す
る。また、上記機器が設けてある屋上につい
ても同様に劣化がみられるため合わせて防水
工事を実施する。

ふれあいの里可児
延床面積：846.55㎡

機械設備工事
・空調設備一式　(全室)

電機設備工事
・空調設備設置に伴う動力盤改修

建築工事
・屋上防水工事
　

金     額 円 内消費税相当額

提出・提示書類は別添「可児市建設工事における取扱い書類一覧表」に基づき実施するものとする。また、工事打合
簿（指示、協議、承諾は除く）、材料確認簿、夜間・休日作業届けの書類を提出する場合は、別添様式に基づき、電
子メールにて提出するものとし、書面には署名または押印する必要はないものとする。これらに定めのない事項につ
いては、監督員と協議する。

円

特  記  仕  様  書

受注者は、工事請負契約書、可児市建設工事共通仕様書及び特記仕様書に基づき施工するものとする。なお、特
記仕様書は共通仕様書に優先する。

受注者は、本工事が「可児市工事品質証明実施要領」の対象となる場合、要領に基づき品質の証明を実施しなけれ
ばならない。

受注者は、受注時、変更時、完成時の各時点において工事請負代金額が500 万円以上の工事について、工事実績
情報システム（コリンズ）に基づき、受注・変更・完成・訂正時に工事実績情報として「登録のための確認のお願い」を
提出し監督員の確認を受けた後に、受注時は契約後、土曜日、日曜日、祝日等を除き10 日以内に、登録内容の変
更時は変更があった日から、土曜日、日曜日、祝日等を除き10 日以内に、完了時は完成後、土曜日、日曜日、祝日
等を除き10 日以内に、訂正時は適宜登録機関に登録申請をしなければならない。変更登録時は、工期、技術者に
変更が生じた場合に行うものとし、工事請負代金のみの変更の場合は、原則として登録を必要としない。ただし、工事
請負代金500万円未満に変更する場合には変更時登録を行うものとする。なお、変更時と完成時の間が10日間に満
たない場合は、変更時の提示を省略できる。

産業廃棄物の適正処理について

受注者は、産業廃棄物が搬出される工事にあたっては、監督員の指示に従い、産業廃棄物関連書類の提出及び確
認並びに処理施設の現地確認並びに建設廃棄物処理状況の管理を行い、産業廃棄物が最終処分に至るまで適正
に処理されていることを確認しなければならない。

建設発生土については、工事間流用とし、流用先は監督員が指示する。都合により工事間流用ができなくなった場
合は、別途協議する。ただし、建設発生土が100m3未満の場合はこの限りではない。また受注者の都合により処分場
を変更する時は監督員に報告するものとする。

使用材料

生コンクリートについて
本工事に使用する生コンクリート（均しコンクリートを除く）については、水セメント比60％以下とし、品質を証明する書
類を提出して、事前に監督員の許可を得ること。

工事施工について

契約書18条第1項第1号から5号に係る設計図書の照査を行い、監督員の確認を受けて施工を行うこと。

受注者は、工事着手に先立ち、現場付近の地元住民等に対する周知、説明、説得等を行い、トラブルの生じないよう
努めること。

工事による既設構造物の破損については、未然に防止するよう予め十分調査をし、また、支障を及ぼさないよう相当
の防護工を施工しなければならない。なお、誤って損傷を与えた場合は、請負人の責任において復旧しなければな
らない。調査に際しては、記録保存の必要を認めた場合は写真撮影、測量等を行わなければならない。

工事着手前に、可児市基準点（世界測地系）を用い、境界（座標）を確認すること。また、特に指示しない限り、構造物
を官民境界とするため、官民境界と構造物の位置を示した図面等にて施工した構造物が民地を侵していないことを
報告すること。
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(4)メーカー、施工者の連名で防水保証書（10年）を提出すること。

・ 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 公共建築改修工事標準仕様書（建築・機械、電気設備工事編）平成31年度版

・ 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　公共建築工事標準仕様書（建築・機械、電気設備工事編）平成31年度版

その他図面特記仕様書による。

主任技術者又は監理技術者の専任を要しない期間について

工事保険について

必要に応じ交通誘導警備員を配置し、安全を期さなければならない。また、夜間の安全確保についても十分な対策
を施すこと。

本工事において、発注者、受注者及び全下請人を被保険者として、工事着手から工事目的物の引渡しまでの期間につい
て、賠償責任保険（保険対象：第三者に与えた損害）及び工事保険（保険対象：工事目的物、工事材料及び仮設物等）に
加入するものとする。

ワンデーレスポンスの取組について

現場代理人は、工事請負契約約款第１０条第２項の規定により、契約工期内の現場常駐が義務付けられているが、契約締
結後、現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの期間や、工事の全部の施工を一時中止し
ている期間については、監督員との連絡体制を確保した上で、常駐義務を緩和するものとする。
また、以下の条件を全て満たす場合に、他工事の現場代理人又は専任でない主任技術者を兼務することができる。
　１．他工事は、可児市発注の建設工事で、工事現場が市内であること。
　２．他工事においても、本工事と同様に現場代理人の兼務を認めていること。
　３．兼務を行う工事の総数が、本工事を含めて３件までであること。
　４．兼務を行う工事の請負代金額の合計が2，500万円未満であること。
　５．発注者又は監督員が求めた場合には、工事現場に速やかに向かう等の対応ができること。
なお、工事現場における運営、取締り及び権限の行使に支障がある場合、及び、発注者との連絡体制が確保されていな
いと監督員の認めた場合は、兼務を取り消すものとする。
現場代理人が兼務となった場合は、本工事の監督員及び他工事の監督員の双方に、現場代理人兼務届を提出しなけれ
ばならない。

実施にあたっては、可児市工事監督におけるワンデーレスポンス実施要領に基づき実施する。

受注者は工事施工中において、問題が発生した場合や計画工程と実施行程を比較照査し、差異が生じた場合は速
やかに監督員へ報告すること。

受注者は、施工計画書に基づいて適正な計画工程を作成し、工事の先々を予見しながら、施工するものとする。

(１) 受注者は、契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員等から、事実関係及び社会通念等に照らして合理的な理由
が認められない不当若しくは違法な要求又は契約の適正な履行を妨げる妨害を受けたときは、警察へ通報するとともに、
可児市が行う契約からの暴力団排除に関する措置要綱（平成２２年可児市訓令甲第４７号）に定める様式第９号により可児
市に報告しなければならない。なお、通報・報告がない場合は、可児市建設工事請負契約に係る指名停止措置要領に基
づき、指名停止等の措置を行うことがある。

電子納品について

「岐阜県電子納品要領」等に基づき、電子納品を行うこと。なお、電子納品の内容については、監督員と事前に協議し、決
定すること。

施工区間と現道との取付については、交通の支障とならないよう充分留意すること。

空調改修工事は、エアコンを使用しない中間期(9月下旬)を目安に着手すること。詳細については、協議を行うこと。

(5)この特記事項以外は下記に準拠する。但し、本工事に関係しない事項は適用しない。

(1)施設利用者がいながらの工事になるため、内部工事は土日を中心とするなど施設運営に影響のないよう事前協議を行
うこと。　(契約後直ちに工事着手できない場合は、上記9.10.を適用する。)

(3) 工事期間中の仮設計画（安全管理区分等）を事前に作成し、工事着手前に監督員に提出し承諾を得ること。

(２) 受注者は、暴力団又は暴力団員等による不当介入を受けたことにより、履行期間内に工事等を完了することができな
いときは、発注者に履行期間の延長変更を請求することができる。

この工事は、ワンデーレスポンス実施対象工事です。
「ワンデーレスポンス」とは受注者からの質問、協議、報告、承諾願、立会願等への回答は、基本的に「その日のうち」
に回答するよう対応することです。ただし、即日回答が困難な場合は、いつまでに回答が必要なのかを受注者と協議
のうえ、回答期限を設けるなど、何らかの回答を「その日のうち」にすることとする。

請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材搬入、仮設工事等が開始されるまでの
期間）については主任技術者または監理技術者の工事現場への専任を要しない。なお、現場施工に着手する日について
は、請負契約締結後、監督職員と打ち合わせにおいて定める。
また、工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合は除く。）事務手続き、後片付け等のみが残っ
ている期間については、主任技術者または監理技術者の工事現場への専任を要しない。なお、検査が終了した日は発注
者が工事の完成を確認した旨、受注者に通知した日とする。

その他

現場代理人の兼務について

暴力団等による不当介入における通報義務について



ふれあいの里可児空調・屋根防水改修工事

M 機械設備工事 1.0 式

Ｅ 電気設備工事 1.0 式

A 建築工事 1.0 式

Ⅰ 直接工事費　　　計 1.0 式

Ⅱ 共通仮設費 1.0 式

　 純工事費　　　計 　 　

　
Ⅲ 現場管理費 1.0 式

工事原価　　　計

　 　 　
　

Ⅳ 一般管理費等負担額 1.0 式

工事価格　　計

　
Ⅴ 消費税相当額 1.0 式

総　　合　　計

金　　　　額 備　　　　　　　　　　考記号 工    事    名    称 摘　　　　　　　　　要 数　　量 単位 単　　　価

　　総　括 1 内訳書　　　



名　　　　　　称　　 規　 格　 寸　 法 数 量 単位 単　  価 金　  額

1 ふれあいの里可児空調・屋根防水改修工事

M  機械設備工事 1.0 式

E 電気設備工事 1.0 式

A 建築工事 1.0 式

合計

備　     考

（  3  ）



名　　　　　　称　　 規　 格　 寸　 法 数 量 単位 単　  価 金　  額 備　     考

M　機械設備工事

M-1 空調機器設備工事 1.0 式

M-2 空調配管設備工事 1.0 式

M-3 仮設工事 1.0 式

M-4 撤去工事 1.0 式

M-5 処分費 1.0 式

合計
（  4  ）



名　　　　　　称　　 規　 格　 寸　 法 数 量 単位 単　  価 金　  額 備　     考

M-1 空調機器設備工事

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟｴｱｺﾝ C/H：25.0/28.0kW　10HP　ﾂｲﾝ

(ACP-1) 天井吊形、ﾜｲﾔﾚｽﾘﾓｺﾝ 1.0 台

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟｴｱｺﾝ C/H：25.0/28.0kW　10HP　ﾂｲﾝ

(ACP-2) 天井吊形、ﾜｲﾔﾚｽﾘﾓｺﾝ、ﾄﾞﾚﾝｱｯﾌﾟ装置 1.0 台

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟｴｱｺﾝ C/H：20.0/22.4kW　8HP　ﾂｲﾝ

(ACP-3) 天ｶｾ(4)、ﾜｲﾔﾚｽﾘﾓｺﾝ 2.0 台

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟｴｱｺﾝ C/H：14.0/16.0kW　6HP　ﾂｲﾝ

(ACP-4) 床置形 1.0 台

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟｴｱｺﾝ C/H：12.5/14.0kW　5HP　ﾂｲﾝ

(ACP-5) 天ｶｾ(4)、ﾜｲﾔﾚｽﾘﾓｺﾝ 1.0 台

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟｴｱｺﾝ C/H：7.1/8.0kW　3HP　ｼﾝｸﾞﾙ

(ACP-6) 天ｶｾ(4)、ﾜｲﾔﾚｽﾘﾓｺﾝ 3.0 台

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟｴｱｺﾝ C/H：5.6/6.3kW　2.5HP　ｼﾝｸﾞﾙ

(ACP-7) 天ｶｾ(4)、ﾜｲﾔﾚｽﾘﾓｺﾝ 1.0 台

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟｴｱｺﾝ C/H：12.5/14.0kW　5HP　ｼﾝｸﾞﾙ

(ACP-8) 天ｶｾ(4)、ﾜｲﾔﾚｽﾘﾓｺﾝ 1.0 台

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟｴｱｺﾝ C/H：14.0/16.0kW　6HP　ｼﾝｸﾞﾙ

(ACP-9) 天井吊形、ﾜｲﾔﾚｽﾘﾓｺﾝ 3.0 台

集中ﾘﾓｺﾝ

(CR) 1.0 個

一般換気扇

(FS-1) 2.0 台

同上搬入費 1.0 式

機器据付費 1.0 式

あと施工アンカー工事 1.0 式

試運転調整費 1.0 式
（  5  ）



名　　　　　　称　　 規　 格　 寸　 法 数 量 単位 単　  価 金　  額 備　     考

既製コンクリート架台 1.0 式

AW-2　ｱﾙﾐﾊﾟﾈﾙ取付工事 ｶﾞﾗｽ撤去共 1.0 式

小計

改め計
（  6  ）



名　　　　　　称　　 規　 格　 寸　 法 数 量 単位 単　  価 金　  額 備　     考

M-2 空調配管設備工事

空調用被覆銅管 液管  6.4φ 1.0 ｍ

　

空調用被覆銅管 液管  9.5φ 30.0 ｍ

　

空調用被覆銅管 液管 12.7φ 4.0 ｍ

　

空調用被覆銅管 液管 15.9φ 7.0 ｍ

　

空調用被覆銅管 ガス管 15.9φ 27.0 ｍ

　

空調用被覆銅管 ガス管 19.1φ 5.0 ｍ

　

空調用被覆銅管 ガス管 25.4φ 4.0 ｍ

　

空調用被覆銅管 ガス管 28.6φ 7.0 ｍ

硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管 (ﾄﾞﾚﾝ) VP　25　屋内一般 16.0 ｍ

硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管 (ﾄﾞﾚﾝ) VP　30　屋内一般 5.0 ｍ

硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管 (ﾄﾞﾚﾝ) VP　30　屋外 1.0 ｍ

ｹｰﾌﾞﾙ　(渡り線) VVF1.6-3C　冷媒管共巻き 41.0 ｍ

ｹｰﾌﾞﾙ　(集中ﾘﾓｺﾝ線) VVF1.6-2C　天井内 31.0 ｍ

保温工事 1.0 式

天井点検口 ｱﾙﾐ額縁　450×450　天井開口補強共 19.0 個
（  7  ）



名　　　　　　称　　 規　 格　 寸　 法 数 量 単位 単　  価 金　  額 備　     考

小計

改め計
（  8  ）



名　　　　　　称　　 規　 格　 寸　 法 数 量 単位 単　  価 金　  額 備　     考

M-3 仮設工事

外部足場 昇降足場 4.0 ｍ

脚立足場 H=1.8　並列 36.0 m2

養生 36.0 m2

清掃・片付け 36.0 m2

小計

改め計
（  9  ）



名　　　　　　称　　 規　 格　 寸　 法 数 量 単位 単　  価 金　  額 備　     考

M-4 撤去工事

空調機器類撤去工事 1.0 式

　

冷媒ガス回収破壊処理費 1.0 式

　

空調配管類撤去工事 1.0 式

発生材　積込運搬費 1.0 式

小計

改め計
（  10  ）



名　　　　　　称　　 規　 格　 寸　 法 数 量 単位 単　  価 金　  額 備　     考

M-5 処分費

発生材　処分費 混合廃棄物 12.0 ｍ3

小計

改め計
（  11  ）



名　　　　　　称　　 規　 格　 寸　 法 数 量 単位 単　  価 金　  額 備　     考

E 電気設備工事

E-1 動力設備工事 1.0 式

E-2 コンセント設備工事 1.0 式

E-3 撤去工事 1.0 式

合計
（  12  ）



名　　　　　　称　　 規　 格　 寸　 法 数 量 単位 単　  価 金　  額 備　     考

E-1 動力設備工事

既設動力分電盤改修費 S-1 1.0 式

既設動力分電盤改修費 S-2 1.0 式

既設室外機電源取外再取付費 1.0 式

小計

改め計
（  13  ）



名　　　　　　称　　 規　 格　 寸　 法 数 量 単位 単　  価 金　  額 備　     考

E-2 コンセント設備工事

ケーブル EM-EEF2.0m-2C　管内 16.0 ｍ

第一種金属線ぴ ﾒﾀﾙﾓｰﾙA型 16.0 ｍ

大角埋込型コンセント 2P15A×2　(新金属P) 2.0 個

天井付コンセント 2P15A×2　抜け止め　(新金属P) 2.0 個

露出スイッチボックス ﾒﾀﾙﾓｰﾙA型　1個用 4.0 個

小計

改め計
（  14  ）



名　　　　　　称　　 規　 格　 寸　 法 数 量 単位 単　  価 金　  額 備　     考

E-3 撤去工事

撤去工事 混合廃棄物　積込,運搬,処分費含む 1.0 式

小計

改め計
（  15  ）



名　　　　　　称　　 規　 格　 寸　 法 数 量 単位 単　  価 金　  額 備　     考

A 建築工事

A-1 屋上部防水工事 1.0 式

A-2 １階庇防水工事 1.0 式

合計
（  16  ）



名　　　　　　称　　 規　 格　 寸　 法 数 量 単位 単　  価 金　  額 備　     考

A-1 屋上部防水工事

屋上平場下地清掃 高圧洗浄 763.7 ㎡

既設アルミ笠木撤去再取付 W=225 153.3 ㎡

外周部・トップライト基礎

立上り部既設ゴムシート防水撤去 ・設備基礎・テント基礎　　 120.8 ㎡

外周部・トップライト基礎

立上り部樹脂モルタル塗り ・設備基礎・テント基礎 120.8 ㎡

既設ドレン目皿撤去 8.0 個

既設脱気筒撤去 11.0 個

合成高分子系ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄ防水:平場 S4S：S-M2　t=1.5 763.7 ㎡

合成高分子系ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄ防水:立上り S4S：S-F2　t=1.5 120.8 ㎡

W=54

入隅部塩ビ被覆鋼板 BP-H2N　同等品 318.8 ｍ

立上り防水末端アルミ押え金物 30*10 165.5 ｍ

パラペット天端防水末端鋼板 BP-H5　同等品 153.3 ｍ

改修用ドレン 横型Φ100　ｽﾄﾚｰﾅ共 8.0 個

ｳﾚﾀﾝ塗膜防水：平場・顎上側面 X-2　密着工法 20.6 ㎡

外周部(一部)・トップライト基礎

シーリング　MS-2 ・設備基礎・テント基礎 165.5 ｍ

配管化粧カバー塗装 RA種　耐候性塗料塗(DP) 8.0 ㎡
（  17  ）



名　　　　　　称　　 規　 格　 寸　 法 数 量 単位 単　  価 金　  額 備　     考

タイガーベース用ゴムマット t=3㎜　カット含む 2.7 ㎡

発生材処分費 1.0 式

小計

改め計
（  18  ）



名　　　　　　称　　 規　 格　 寸　 法 数 量 単位 単　  価 金　  額 備　     考

A-2 １階庇防水工事

ｳﾚﾀﾝ塗膜防水：平場 X-2　密着工法 14.7 ㎡

改修用ドレン 縦型Φ40　ｷｬｯﾌﾟ共 1.0 個

小計

改め計
（  19  ）



工事名

施工条件
明示項目 明示事項 制約条件等
工 程 Ａ．工種（ ）

Ｂ．期間（ ～ ）

Ａ．工種（ ）

Ｂ．期間（ ～ ）

Ａ．協議済機関及び内容（ ）

Ｂ．未協議機関及び内容（ ）

Ａ．許可済

Ｂ．申請中　　

Ａ．許可済

Ｂ．申請中　

Ａ．許可済

Ｂ．申請中　

Ａ．協議済内容（ ）

Ｂ．未協議内容（ ）

８．その他 Ａ．その他（ ）

用 地 １．用地補償物件撤去まで着工制限あり Ａ．区間（ＮＯ． ～ＮＯ． ）

Ｂ．着工見込時期（ ）

Ｃ．内容（ ）

２．工事用地の未買収 Ａ．場所（ ）

Ｂ．処理の見込み時期（ ）

Ｃ．未買収地への立ち入り可否（ ）

３．仮設ヤードの有無 Ａ．官有地

Ｂ．民有地

Ｃ．その他（ ）

Ｄ．別途協議

４．その他 Ａ．その他（ ）

公 害 対 策 １．施工方法の制限あり Ａ．騒音（ ）

Ｂ．振動（ ）

Ｃ．水質（ ）

Ｄ．その他（ ）

２．事業損失防止に関する調査あり Ａ．調査の項目（ ）

３．環境影響調査あり Ａ．生物・植物調査あり

Ａ．アスベスト含有材あり

４．その他 Ｂ．フロン回収あり

Ｃ．その他（ ）

安 全 対 策 １．交通規制あり Ａ．全面通行止め

Ｂ．片側通行止め

Ｃ．時間制限あり（ ）

２．通学路あり Ａ．迂回路あり

Ｂ．仮設歩道必要

２．交通整理員 Ａ．区間（ＮＯ． ～ ）配置人員 人/日
Ｂ．区間（ ）配置人員 人/日
Ｃ．区間（ＮＯ， ～ ）配置人員 人/日
Ｄ．交替要員あり

３．鉄道等の近接作業制限あり Ａ．工法制限あり（ ）

Ｂ．作業時間制限あり（ ）

４．バス路線（運行者との協議） Ａ．協議済内容（ ）

Ｂ．未協議内容（ ）

５．その他 Ａ．その他（ ）

工 事 用 道 路 １．一般道路（搬入路）の使用制限 Ａ．搬入経路指定あり

Ｂ．時間帯制限あり

２．仮設道路の設置条件あり Ａ．一般交通供用あり

Ｂ．安全施設必要（ ）

Ｃ．路面工（ ）

Ｄ．工事完了後存続又は撤去（ ）

Ｅ．構造（ ）

Ｆ．用地（借地）

Ｇ．用地（公用地）

Ｈ．用地（その他）

３．その他 Ａ．その他（ ）

指 定 仮 設 備 １．仮設物の指定又は一部指定あり Ａ．工種（ ）

２．仮設構造物の転用、兼用あり Ａ．工種（ ）

Ｂ．内容（ ）

３．その他 Ａ．その他（ ）

施工日時は施設管理者と協議すること

特記仕様書
（条件明示）

４．占用許可状況（　　　　　　　　）

５．建築確認

７．文化財協議（教育文化財課）

１．関連する別途発注工事あり

３．他機関との協議状況

下記項目、事項のうちレ印該当欄は、工事施工にあたって制約等をうけることになるので明示する。
なお、明示事項に変更が生じた場合及び明示されていない制約等が発生したときは、市と協議し適切な処置を講ず
るものとする。

２．他機関協議による工程条件あり

６．河川区域、保全区域内作業あり

ふれあいの里可児空調・屋根防水改修工事

いながら工事のため利用者に支障がないよう配慮すること

いながら工事のため利用者に支障がないよう配慮すること

いながら工事のため利用者に支障がないよう配慮すること



明示項目 明示事項 制約条件等

Ａ．運搬距離（ Ｋｍ
１．発生土砂等の有効利用、適正処理あり Ｂ．投棄料計上あり

［場所が未確定］ Ｃ．整地（押土、敷均、締固等）必要

Ｄ．整地（押土）必要

Ａ．盛土、埋戻

２．発生土砂等の有効利用、適正処理あり Ｂ．ストックヤード利用あり（ ）

［自工事へ流用］ Ｃ．仮置場必要（ ）

Ｄ．運搬距離（ Ｋｍ ）

Ｅ．仮置場の用地借上費計上あり

Ａ．場所（

Ｂ．盛土、埋戻

Ｃ．整地（押土、敷き均し、転圧）あり

３．発生土砂等の有効利用、適正処理あり Ｄ．ストックヤード利用あり（ ）

［他工事へ流用、または処分地指定］ Ｅ．仮置場必要（ ）

Ｆ．運搬距離（ Ｋｍ ）

Ｇ．仮置場の用地借上費計上あり

Ｈ．処分料計上あり

Ａ．他工事名（

Ｂ．請負者運搬あり（運搬距離

４．発生土砂等の有効利用、適正処理あり Ｃ．盛土、埋め戻し

建 設 発 生 土 ［他工事からの流用］ Ｄ．ストックヤード利用あり（ ）

建設（産業）廃棄物 Ｅ．仮置場必要（ ）

関 係 Ｆ．仮置場の用地借上費計上あり

Ａ．種類（ ）

５．産業廃棄物の処理条件あり Ｂ．場所（ ）

[特別管理産業廃棄物］ Ｃ．中間処理施設までの運搬距離（ Ｋｍ ）

Ｄ．処理費計上あり

Ａ．槽内洗浄必要

Ｂ．可児市環境課と打合せの必要あり

Ａ．産業廃棄物管理票（マニフェスト）

Ｂ．建設発生土処理地の関係図書

Ｃ．コブリス

Ｄ．フロンガス

Ａ．移設時期（Ｈ 年 月頃）
Ｂ．移設時期（別途協議）

Ａ．移設時期（Ｈ 年 月頃）
Ｂ．移設時期（別途協議）

Ａ．移設時期（Ｈ 年 月頃）
Ｂ．移設時期（別途協議）

Ａ．移設時期（Ｈ 年 月頃）
工 事 支 障 物 件 Ｂ．移設時期（別途協議）

Ａ．移設時期（Ｈ 年 月頃）
Ｂ．移設時期（別途協議）

Ａ．管理者による高さ調整 （ ）
Ｂ．請負者による高さ調整 （ ）
Ａ．移設時期 （ ）
Ｂ．移設時期 （別途協議）

８．その他 Ａ．その他（ ）

１．濁水、湧水処理条件あり Ａ．方法（ ）

２．その他 Ａ．その他（ ）

Ａ．ＲＣ

Ｂ．アスファルト再生合材（30％再生）

Ｃ．アスファルト再生合材（100％再生）

Ｄ．溶融スラグ使用あり（ ）

Ｅ．再生材を使用できない場合別途協議

２．その他 Ａ．その他（ ）

Ａ．品名（ ）

Ｂ．納入場所（ ）

Ａ．品名（ ）

Ｂ．引渡し場所（ ）

Ａ．仮設費（ ）

Ｂ．安全費（ ）

Ｃ．営繕費（ ）

Ｄ．特別なイメージアップ（ ）

４．「可児市工事品質証明実施要領」該当あり Ａ．品質証明員の配置あり

５．その他 Ａ．その他（ ）

６．浄化槽、汲み取り便槽の取壊し処分あり

７．「可児市が発注する公共工事から発生する産
業廃棄物適正処理について」に基づく提出・提示
書類あり

排 水 工 関 係

３．占用支障物件あり（水道）

５．占用支障物件あり（ガス）

６．占用支障物件あり（ﾏﾝﾎｰﾙ蓋、仕切り弁蓋等）

３．イメージアップあり

１．占用支障物件あり（電気）

２．占用支障物件あり（電話）

４．占用支承物件あり（下水道）

２．支給材あり

１．現場発生材あり

１．再生材使用指定あり

７．占用支障物件あり（その他）

再生材使用及び溶融スラ
グ

そ の 他



空調・屋根防水改修工事

図 面 目 録

ふれあいの里可児

図面番号

表紙・図面目録

M-001

M-002

M-003

図　　面　　種　　類 縮　　尺 図面番号 図　　面　　種　　類 縮　　尺

特記仕様書(電気設備.1)

特記仕様書(電気設備.2)

NS

特記仕様書(機械設備)

M-004

M-005

NS

M-006

付近見取図、配置図

改修前・後　空調設備機器表

改修前・後　空調設備系統図

改修前　１階・Ｒ階空調設備図

改修後　１階空調設備図 S=1/150

S=1/150

NS

NS

S=1/ 200

E-001

E-002

E-003

E-004

E-005

改修前後・盤単線結線図

改修前後　Ｒ階電気設備図

改修前後　１階コンセント設備図 S=1/150

S=1/150

NS

NS

A-001 防水改修図 S=1/150



また、その他下記に示すものを印刷物として提出を行う。※建築、電気設備工事も共通とする。

（1）工事履行報告書を毎月１回１部提出する。

・ 工事用縮小図面製本（Ａ３二つ折り製本）　　2部

（1）表示なき電線は、600Vビニル絶縁電線とする。ただし、自動制御設備に係る配線は共通

ロックウール（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（1）設備機器の固定は、次に示す事項を除き全て「建築設備耐震設計・施工指針（国土交通省

2～6階建の場合は上層階、7～9階建の場合は上層2階、10～12階建の場合は上層3階、

一般機器・水槽

配管や機器等の支持金物および架台類は、溶融亜鉛メッキ仕上（２種３５以上）とする。

備　　考

第２章　　配　管　材　料

18.  特記事項

通　気

（2）床下ピット、屋外等に使用する配管支持材は、ＳＵＳ３０４製を使用する。

（3）振動する機器類のアンカーボルトは、ダブルナット締めとする。

（1）みえがかり部分における配管類の文字書きの書体は下記による。

地
中

埋
設

給水・揚水

屋
内

一
般

屋
外

ピ
ッ

ト
内

ピ
ッ

ト
内

屋
内

一
般

屋
内

一
般

屋
内

一
般

地
中

埋
設

汚　水 雑排水

標準

２

○

地
中

埋
設

屋
内

一
般

屋
内

一
般

ピ
ッ

ト
内

屋内消火

屋
外

ガ　ス

屋
内

一
般

給 湯

冷
媒

ド
レ

ン

図示○

項　       目

17.  配管支持

特　  記　  事　  項

指定箇所の天井内および床下の配管は、ダクトは、全て防振支持を施す。

屋外設置機器用のアンカーには、防錆用として樹脂製キャップを取付ける。

機器用のアンカーボルト・ナット（ダブルナット）の材質は、下記による。

  油管、膨張管、エアー抜き管、排煙ダクトは除く。）

絶縁シート、または、絶縁テープなどを介して取付ける。

（3）防振支持

○

（2）支持

（1）支持金物

○

○

○

○ ○

○ ○

○

○

○

［適用箇所 -                               ］

○

（1）機器等の取扱い方法および重要な定期点検項目を書いたアクリル樹脂製の案内板を機械室に

屋外露出部（給水管、消火管、冷温水管、膨張管、冷水管、温水管、ドレン管、弁類を含む）

（ただし、ポンプアップ配管以外の排水管、通気管、消火管、ガス管、冷媒管、ドレン管

○

メーカー標準仕様

保温化粧ケース（冷媒管）

保温化粧ケース（冷媒管）

排水　）

グラスウール（Ｆ☆☆☆☆とする。　　　　　　　　　　　）

消火  ）のエルボ、分岐）

消火   ）の配管）

ただし、［    屋外       床下暗渠内      土間土中 ］はステンレス製とする。

溶融亜鉛メッキ仕上（２種３５以上）］［    ステンレス製       

ステンレス製支持金物類を鋼管類に使用する場合は［    ゴム製      合成樹脂製］の

指定

図面番号

工事名

株式会社　廣建築設備設計設　計

種　別

縮　尺

以下の機器は、指定色仕上（製造会社による焼付塗装または同等の塗装）とする。

（　　　　　　　　）

国土交通省仕様

仕様書による。

（1）一年間の運転予想報告書（光熱費等）を提出のこと。詳細は、監督係員の指示による。

・改修工事を行うに当たり以下の機能は、切廻し等を行いながら

21.  特記事項

20.  既存機能の維持

　その設備機能を維持するものとする。 16.  指定色

制気口類

15.  機器類の仕様

その他○

○

ステンレス製とする。

○ ○

 アルミガラスクロス　　　カラー亜鉛鉄板

（1）既存コンクリート床、壁等の配管貫通部の穴あけは、原則としてレントゲン撮影後に

（2）電動機出力、燃料消費量、圧力損失は、原則として表示された数値以下とする。

○

○

○

しない ）（シールド付       する        

ステンレス鋼板製盤およびプルボックス

給水　屋外　ピット内　　

10.  設計変更

・既存未使用配管がある場合には、明示を行うこと。

・配管には流れ方向の明示を行うこと。

（1）標準仕様書第２編によるほか下記による。

（1）原則として管の上端より下記の数値以上とする。

は防凍保温を行う。その仕様は共通仕様書第2編3.1.4～3.1.6とする。

防食テープは１／２重ね２回巻きとする。

敷地内道路部分

居室・廊下など

機　械　室

ダクトの保温の外装

倉庫・車庫

（指定処分場：加茂陸砂利共同組合残土処分場）

（1）地中埋設配管（排水管を除く）

根切り土の中の良質土（ただし、管の周囲は山砂の類）

2）埋設表示用テープ

1）地中埋設標

屋外露出　　　    （　　　　　　）の屋内露出

（2）下記の亜鉛めっきを施したダクト及び配管は、塗装を行わない。

（1）下記の金属電線管は塗装を行なう。

多湿箇所（　　　　　　）

多湿箇所・屋外露出

機器類の保温外装

居室・廊下など

機　械　室

倉庫・車庫

配管の保温の外装

14.  電線

13.  塗装

○

（1）施工図等の著作権に係わる当該建物に限る使用権は、発注者に移譲するものとする。

かじめ見積書を提出し、承認された上で変更工事に着手する。また、設計変更の見積単価

（1）総合図、施工工程表、製作図工程表は監督係員の指示により提出する。

および率は契約時の単価および率を原則とし、工事期間は協議による。

受注者は、工事着工時に下記書類を提出する。

14.  完成時提出書類等

13.  着工時提出書類等

12.  製作図・施工図

11.  施工図等の取扱

A3縮小第2原図

施工図2

竣工図1 原図

・ その他監督員及び契約事務担当の指示するもの

屋外露出

屋
内

露
出

屋
内

露
出

寒冷地仕様

○

○

○

11.  管の埋設深度

12.  保温

保温材料種別

○

一般敷地部分

9.  埋戻し土・盛土

10.  配管

山砂の類○

○

○

○○ ステンレス鋼板　　　

ステンレス鋼板　　　

 ステンレス鋼板　　　

アルミガラスクロス

アルミガラスクロス

ステンレス鋼板　　　

○

○

○ 綿布　　　　

○

○

○

○

○

○ 綿布

○

○

カラー亜鉛鉄板

アルミガラスクロス

○

○

○

○

○

○

ｍｍ

ｍｍ６００ｍｍ

○

○

○

○

○

要

○ 不要

要

不要

○

排　  水 　設　備

給  　湯　 設　備

給　  水　 設　備

消　  火   設　備

ガ　  ス　 設　備

浄  化  槽

空 調 機 器 設 備

ダ  ク  ト

換　  気　 設　備

排  　煙　 設　備

自 動 制 御 設 備

配  　管 　設　備

給
排

水
衛

生
設

備
空
気
調
和
設
備

設　備

設　備

（1）機器類の能力、容量等は表示された数値以上とする。

検査及び試験をおこなうべき機材は標準仕様書による。

配管には流れ方向及び用途毎の色分の帯又は用途の記入を行うこと。

測定方法、対象室、箇所は係員の指示による。

室内外空気の温湿度の測定

　　機器の重量（kgf）に、設計用標準水平震度を乗じたものとする。

1）設計用水平地震力

初期運転状態の記録

室内気流及び塵埃の測定

　　　2.＜　　＞内の数値は水槽類に適用する。

（注）1.（　　）内の数値は防振支持の機器の場合に適用する。

13階以上の場合は上層4階

埋戻し後の残土は、場外搬出の上で適切に処理する。

埋戻し後の残土は、監督係員が指示する場内の場所に敷きならしとする。

ダイヤモンドカッターによる。

重要機器、重要水槽とは下記に示すものをいう。

　設計用水平地震力の1/2とし、水平地震力と同時に動くものとする。

　　　3.上層階の定義は次による。

2）設計用鉛直地震力

特　  記　  事　  項

（3）発生材において廃棄処分を必要とするものは廃棄マニフェストを提出のこと。

（1）本工事に必要な工事用電力、水、および諸手続などの費用は、引き渡しまで全て受注者の

（1）図示に明示されていない事項でも技術上または施工上当然必要と思われる事項は、監督係員

（1）スリーブ箱入れその他工事との取合いは、工事区分表によるものとし、施工に支障をきたさ

（2）引き渡しを要するもの以外は場外搬出適宜処理する。

（2）回転数制御機器などは高調波対策を講じた機器を使用する。

ない時期までに必要な位置、大きさなどを明示し監督係員と打合わせる。

有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（1）工事の着手、施工、完成にあたり、関係官公庁などへの必要な届出手続等は受注者が代行し

（4）再利用又は再資源化を図るもの

8.  他工事との取合い

7.  工事報告および

9.  性能保証

工事写真

6.  発生材の処理等

5.  足場・桟橋類

の指示により金額の増減なく施工する。

による。

の指示による。

○

○

4.  工事用仮設物

2.  官公庁その他への

負担とする。

遅滞なくおこなう。

中間階

8.  残土処理

7.  はつり

○

○

地下階・1階

及び塔屋

上層階・屋外

設置場所

設計用水平震度

6.  耐震措置

5.  案内板

設ける。

（3）用語の「監督係員」は民間（旧四会）連合協定「工事請負契約約款」の監理者と同義語とする。

（4）官庁施設の総合耐震基準および同解説（建設省大臣官房官庁営繕部監修）

（3）機械設備工事機材承諾図様式集（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）

（2）建築設備耐震設計・施工指針（国土交通省国土技術政策総合研究所監修）

（1）建築設備設計・施工上の運用指針（国土交通省住宅局建築指導課監修）

工事仕様

第１章　　一　般　事　項

○1.  機材等の検査及び試験

3.  容量等の表示

2.  電源周波数

4.  総合調整

水量調整

○

５０Ｈｚ

風量調整○

○

（　　印の付いたものを適用する）

項　       目

○

○

重要機器・水槽一般機器・水槽重要機器・水槽

耐震安全性の分類

○

○

○

６０Ｈｚ

水質検査  （     項目）

室内化学物質濃度の測定

特　  記　  事　  項

工事種目

工　事　種　目

建物別及び屋外

建物概要

４． 敷地面積

５． 敷地条件

３ . 工　　期

　２ . 工事場所　　　

　１ . 工事名称

（　　印の付いたものを適用する）

衛 生 器 具 設 備○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

１－現場説明書及び質疑応答書    ２－本特記仕様書    ３－設計図書    ４－共通仕様書

設計図書中の特記事項は特記仕様書と同等の扱いとする。

空気調和衛生工学会  空気調和・衛生設備工事標準仕様書（ＳＨＡＳＥ－Ｓ０１０－２０００）

（1）全て受注者の負担とする。場内につくることが（　　できる　　　　できない）○

○

○

○

○

○

○

○

○○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ ○

○ ○

○

○

3.  工事用電力・水・その他

届け出手続等

　使用する機材が設備機材等一覧表による製造者等のものである場合は、標準仕様書第1編

第1章4節1.4.2「機材の品質等」（c）の品質及び性能を有することの証明となる資料の

提出を省略することができる。ただし、監督員が指示するもの、標準仕様書に規定される

なお、機材については、「設備機材等指定一覧表」による他、これらと同等のものとする。

（1）本工事に使用する設備機材等は、設計図書に規定するもの又は、これらと同等のものとする。

ただし、同等とする場合は監督係員の承諾をうけるものとする。

（2）機材の品質・性能証明

製作図、試験成績書等は除く。

（5）アスベスト含有製品は基本的に使用せず、既存解体等に伴い、発生材が生じた場合には係員

（2）工事写真記録は「建設大臣官房官庁営繕部監修の工事写真の撮り方（改訂版）の建築設備編」

（1）工事発注者の指示により、設計図に該当しない設計変更が生じた場合は、原則としてあら

○

○ ステンレス鋼板　　　

項　       目

（　　印の付いたものを適用する）

（2）共通仕様書

2.  関連する基準等

一般共通事項

1.  共　通　仕　様

（1）設計図書の優先順位

○

○

○

1.  機　材　等

機械設備工事特記仕様書

工事概要

○

なし）○ 設計図ＣＡＤの貸与（　 あり　○

（備考）保温化粧ケースは、　　 塩化ビニル樹脂製○

ファインカバー

フォームポリエチレン（　　

屋外露出）共同溝の保温（ 　 屋内露出機械室　　 ○ ○

３００ｍｍ

（埋設 （    給水      ガス      

（埋設 （    給水      ガス      

重要水槽（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

重要機器（　　　防災機器　　　　　　　　　　　　）

（別表第一）

防火対象物

高　　　さ

棟　　　別

建物用途

構造・階数

備　　考

地
中

埋
設

屋
外

地
中

埋
設

地
中

埋
設

一般の施設（　類）

振動の測定  （      ヶ所）

○

（1）別契約の関係受注者が定着した部分（　　本工事にて負担　　　　無償にて使用）

騒音の測定  （  　　ヶ所）

○

○

着色硬質塩化ビニル管

JIS K 6741

JIS K 6742

水道用耐衝撃性硬質塩化

冷媒用銅管（保温付ﾒｰｶｰ標準仕様）

硬質ポリ塩化ビニル管

ビニル管

VU

HIVP

VP ○

○

設備機材等指定一覧表

特　記　事　項

ダイキン

パナソニックエコシステムズ

４）冷媒管（及び電線管を含む）の防火区画貫通部には、国土交通省の

３）原則として、防火区画貫通部に鋼管又は耐火二層管使用する。

１）内面ライニング管は、防蝕コア内蔵継手とする。

２）配管規格は、共通仕様書参照のこと。

三菱電機

下記又は同等品以上

    認定工法による処理を行う。

日立アプライアンス○

東芝キャリア

パッケージ型エアコン

1.  熱源機器1.  熱源機器

2.  空調機器

3.  特記事項

2.  空調方式

空
 調

 機
 器

 設
 備

空
 調

 機
 器

 設
 備

直焚吸収式冷温水機

○

○

○

（1）機器（1）機器

（1）燃料

（2）主機

（3）補機

（4）煙導

○○

○

○

○

○

○

パッケージ方式

単一ダクト方式

重油（　　　　）

○

ファンコイル＋ダクト併用方式（　　 二管式　　　○ ○ ○

（冷媒液　　  R410A     R407C     ○ ○ ○ ○

（   EHP    ○

四管式　　　　　　　 ）

）

GHP○ ○ ）

（   冷暖切替　　　冷暖フリー　　　 冷専　）○○

ガス 電気 灯油 ○ ○○

○

ボイラー（　　ボイラー（　　 貫流式　　　○○ ○無圧式　　　　　　　　）

○○ ○

空冷ヒートポンプ式（　　 ビル用マルチ ）○

○

冷却塔（　　 開放式　　　 密閉式 ）

材　質（　　 鋼板製　　　 ステンレス製 ）○

エアハンドリングユニット ファンコイルユニット○

パッケージ型空調機（　　 ヒートポンプ　　　 冷房専用 ）○

○

○

○ ○

○

パッケージ

（1）騒音測定

機器周辺及び隣地境界線にて騒音測定を行う。○

○ 現況の吹き出し・吸い込みの風量測定を行う。

（2）現況調査

第３章　　空気調和設備

湿度（RH）

外　気

51.3

冬期 C

夏期 C

22.0 C - %

温度（DB）

26.0

特　  記　  事　  項特　  記　  事　  項

%

室　内　系　統室　内　系　統

湿度（RH）

- %36.2

0.0

温度（DB）

54.4 %

C

清浄度（C）1.  設計温湿度条件

一
　
般
　
事
　
項

項　       目節

※室内湿度は、成り行きとする。

M-001

○

○

（1）引き渡しを要するもの　　　あり（　　　　　　）　　なし

・ 着工届、現場代理人・監理（主任）技術者届（経歴を含む）、工程表　　　各１部

○

○

（注）施設内部の工事については、利用者に支障が起こらない期間の施工とすること。

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

  電気設備工事及び建築工事を本工事に含む場合は、当該する電気設備工事及び建築工事には、それぞれの工事仕様を適用し、

　以降の仕様は適用しない。なお、電気設備工事の工事仕様は、（　　/　　）図、建築工事の工事仕様は（　　/　　）図による。

２　登録事由発生から10日以内に、登録申請をしなければならない。

３　変更登録は、工期、技術者に変更が生じた場合に行うものとし、工事請負代金のみの変更の場合は、原則として登録を必要
　　としない。ただし、工事請負代金500万円未満に変更する場合には変更登録を行うものとする。 

４　変更時と完成時の間が10日間に満たない場合は、変更時の提示を省略できる。

第２条　工事実績情報システムへの登録

　　　受注者は、受注時、変更時、完成時の各時点において工事請負代金額が500万円以上の工事について、工事実績情報システム
　　（以下、コリンズ）に基づき、受注・変更・完成・訂正時に工事実績情報として「登録のための確認のお願い」を提出し監督
　　員の確認を受けた後に、登録申請をしなければならない。

第１条　受注者は、工事請負契約書(設計図書)、特記仕様書及び岐阜県建設工事共通仕様書に基づき施工するものとする。

不要

不要

不要

不要

A1二つ折り製本○

A1二つ折り製本○

CADデータ○

CADデータ○

PAL              CEC-AC           

騒音              ばい煙            排水関連

　する揮発性有機化合物等の有害物質を考慮し、配管工事施工中および施工後は十分に換気した

・接続等に接着剤を使用する場合はシックハウス対策として、接着剤の気化、固着の際に発生18.  シックビル対策

19.  施工時間の制約

　上で天井、床等を施工すること。

省エネ法関係

公害関係

:

: ○ ○

○

A4版製本

A4版黒表紙金文字入り製本

機器完成図含む、

〇　１０％　　　　　　　　　〇　　　％

〇　５０％（ＬＥＤは無し）　〇　　　％

（検査終了後の最終確認印のあるものの写し）

（検査終了後の最終確認印のあるものの写し）

上記資料の提出時に、監理者に内容の説明を行うと共に、現地にて保守担当者への取扱い

・マンホール、掃除口等開閉器具、ドライバー（＋－）、ウォータープライヤー　他

説明を確実に実施すること。

（1）下記の予備品を納入する。

17.  諸官庁提出済書類

15.  納入予備品

16.  保守工具

３．ヒューズ類

水道関係

雨水抑制関係

下水関係

:

:

１．空調機予備フィルタ

２．ランプ類

事前協議書

事前協議書

事前協議書

（取扱説明書、各種試験成績書、

その他監督員が指示するもの

完成届7

8

完成写真

工事写真

保全資料6

5

4

完成図3

○

工事写真、完成写真においては、建設大臣官房官房官庁営繕部監修「工事写真の撮り方（改訂第

２版）-建築設備編-」によるほか、監理者の指示により撮影し提出する。

○

○

○

○

○

○

○

:

○

諸官庁検査合格証明等を含む）

○　100％　　　　　　　　　〇　　　％

○

○

・施工時間の制約を受ける部分は協議による。

特定の施設（　甲　類）○

（1.0）（1.5）

＜0.6＞

（0.6）

＜0.6＞＜1.0＞

（1.0）

＜1.0＞

0.6 0.4

（1.5）

＜1.0＞＜1.5＞

1.0

（2.0）

1.5

0.6

1.0

（1.5）

（1.0）

（2.0）

2.0

＜2.0＞

1.5

（2.0）

＜1.5＞

1.5

＜1.5＞

1.0

（1.5）

＜1.0＞

1.0

＜1.5＞

0.6

（1.0）

＜1.0＞

建築面積

延床面積

ふれあいの里可児

可児市電子納品基準に基づいて提出を行う。

○

R22 R32

特記仕様書（機械設備）

NS

岐阜県可児市中恵土　地内

国土技術政策総合研究所監修）２０１４年度版」による。

製本（縮小A3版）

ＲＣ造・平屋建

授産施設

2m

2m

m

846.55

894.03

4.58 (ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ)

ふれあいの里可児

建蔽率 41.91 容積率％ 39.68 ％

2,133 ㎡

自：令和２年契約日　　～　　至：令和３年　１月29日

　２部

１部

１部

１部

１部

１部

１部

１部

　２部

第三者又は、施工者による引張試験を行うこと。○
国土交通省大臣官房官庁営繕部  公共建築工事標準仕様書並び標準図（機械設備工事編平成３１年版）

（5）公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）平成３１年度版

ふれあいの里可児空調・屋根防水改修工事

ふれあいの里可児空調・屋根防水改修工事

第４条　実施状況の提出

第５条　産業廃棄物の適正処理

第６条　妨害又は不当要求に対する通報義務

　　目について、工事完了時までに書面で提出することができる。

　　なければならない。

　　たにも関わらず通報しない場合は、指名停止措置を講じることがある。

　　期間の延長を請求することができる。

第７条　施工体制台帳及び施工体系図の作成

　　員に提出しなければならない。 

　　関係者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所に掲げるとともに、監督員に提出しなければならない。

第８条　工事の施工

第９条　保険の加入 
　　らない。 

　　雇用者等を被保険者とするこれらの保険に加入しなければならない。

２　賠償責任保険及び工事保険に加入するものとする。

２　下請業者の施工分担関係を表示した施工体系図を作成し、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律に従って、工事

３　必要に応じ交通整理員を配備し、安全を期さなければならない。また、夜間の安全確保についても十分な対策を施さなければな

　　　受注者は、雇用保険法、労働者災害補償保険法、健康保険法及び厚生年金保険法の規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、

　　　受注者は、契約約款第18条第1項第1号から5号に係る設計図書の照査を行い、監督員の確認を受けて施工しなければならない。

（平成２７年１０月１５日改訂）

２　工事着手に先立ち、現場付近の地元住民等に対する周知、確認、説得等を行い、トラブルが生じないよう努めなければならない。

　　　受注者は、工事を施工するために締結した下請契約があるときは、施工体制台帳を作成し、工事現場に備えるとともに、監督

　　　受注者は、契約の履行に当たり、暴力団等から事実関係及び社会通念等に照らして合理的な理由が認められない不当若しくは

　　違法な要求又は契約の適正な履行を妨げる妨害を受けたときは、警察に通報しなければならない。なお、これらの不当介入を受

２　暴力団等による不当介入を受けたことに起因して履行期間内に契約内容を完了することができないときは、発注者に対して履行

　　　受注者は、産業廃棄物が搬出される工事にあたっては、監督員の指示に従い、産業廃棄物関連書類の提出及び確認並びに処理

　　施設の現地確認並びに建設廃棄物処理状況の管理を行い、産業廃棄物が最終処分に至るまで適正に処理されていることを確認し

　　　受注者は、工事施工において、自ら立案実施した創意工夫や技術力に関する項目、又は地域社会への貢献として評価できる項



建地幅1200ｍｍ　3層

図面番号

工事名

株式会社　廣建築設備設計設　計

種　別

縮　尺

M-002

S=1/ 200

配置図　　S=1/200

記　号

凡例

工事建物

配置図 S=1/200 Ｎ・Ｓ

身障者用駐車場

駐輪場

スロープ

前面道路

 4,0
00

駐車場

キュウビクル

5
,
0
0
0

5
,
0
0
0

5
,
0
0
0

2
0
,
0
0
0

5
,
0
0
0

C

D

A

B

歩行者専用通路

4,500 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,7504,750

61,500

141310 11 12987654321

Ｎ

中恵土

川合口

子守神社南

国道21号線

県
道

6
4
号
線

県道122
号線

工事場所

岐阜県立可児工業高校

Ｎ

付近見取図、配置図

付近見取図

昇降用仮設足場　くさび緊結式　

ふれあいの里可児空調・屋根防水改修工事



設置場所 改修内容

冷媒ガス回収・廃棄処分

室外・内機　撤去処分

冷媒ガス回収・廃棄処分

室外・内機　撤去処分

室外・内機　撤去処分

既設
日立品番

RPV-J280H

冷媒ガス回収・廃棄処分

室外・内機　撤去処分

冷媒ガス回収・廃棄処分

室外・内機　撤去処分

冷媒ガス回収・廃棄処分

室外・内機　撤去処分

集中リモコン　撤去処分

冷媒ガス回収・廃棄処分

室外・内機　撤去処分

冷媒ガス回収・廃棄処分

室外・内機　撤去処分

冷媒ガス回収・廃棄処分

内：RPV-J280K

外：RAS-J280H

RPV-J200H

内：RPV-J200K

外：RAS-J224H

冷媒ガス回収・廃棄処分RCI-J140HP

内：RCI-J71K×2

外：RAS-J140H

室外・内機　撤去処分

RPV-J140H

内：RPV-J71K×2

外：RAS-J140H

RCI-J125HP

内：RCI-J63K×2

外：RAS-J125H

RCI-J71H

内：RCI-J71K

外：RAS-J71H

RCI-J56H

内：RCI-J56K

外：RAS-J56H

RCI-J80H

内：RCI-J80K

外：RAS-J80H

事務室

RPC-J160H

内：RPC-J160K

外：RAS-J160H

就労継続Ｂ型
・作業室

生活介護訓練室

ホール

事務室

日常訓練室

休養室（北）

休養室（南）

保健室

脱衣室

プレイルーム

　３.室内・室外機の取り付けボルトは製造者仕様とする。

　１.機器の能力はJIS条件により運転した場合を示す。

特記事項

　２.室内・室外機連絡線、集中コントラーラー配線は既設ケーブル再利用とする。

図面番号

工事名

株式会社　廣建築設備設計設　計

種　別

縮　尺

M-003

ACP-1

ACP-2

ACP-3

エアコン

エアコン

エアコン

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ

冷　房 暖　房

１

設置場所

冷　　媒

冷　　媒

冷　　媒

容量制御 インバータ

容量制御 インバータ

容量制御 インバータ

集中制御対応制　　御

集中制御対応制　　御

集中制御対応制　　御 3Φ200V
圧縮機(外)

送風機(外)

3Φ200V
圧縮機(外)

送風機(外)

3Φ200V
圧縮機(外)

送風機(外)

CR １集中リモコン

ACP-4
エアコン

ツイン
空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ

冷　　媒 インバータ

制　　御 3Φ200V
圧縮機(外)

送風機(外)

エアコン

ツイン
空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ

冷　　媒 R32 容量制御 インバータ

集中制御対応制　　御 3Φ200V
圧縮機(外)

送風機(外) 0.211

エアコン

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ
冷　　媒 R32 容量制御 インバータ

集中制御対応制　　御 3Φ200V
圧縮機(外)

送風機(外)

エアコン

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ
冷　　媒 R32 容量制御 インバータ

集中制御対応制　　御 3Φ200V
圧縮機(外)

送風機(外)

エアコン

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ
冷　　媒 R32 容量制御 インバータ

集中制御対応制　　御 3Φ200V
圧縮機(外)

送風機(外) 0.211

エアコン

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ
容量制御 インバータ

集中制御対応制　　御
圧縮機(外)

R410A 

２８０形(１０ＨＰ) ２５．０ ２８．０

２８０形(１０ＨＰ)

天井吊形

天井吊形

２５．０ ２８．０

R410A

ワイヤレスリモコン

就労継続Ｂ型
・作業室

生活介護訓練室

ホール

日常訓練室

休養室（北）

休養室（南）

保健室

脱衣室

プレイルーム

R410Aツイン

２２４形(８ＨＰ)

天カセ(４)

２０．０ ２２．４

ワイヤレスリモコン

ワイヤレスリモコン

ワイヤレスリモコン

ワイヤレスリモコン

ワイヤレスリモコン

ワイヤレスリモコン

容量制御

4.61

ACP-5

ACP-6

ACP-7

ACP-8

ACP-9

１６０形(６ＨＰ)

床置立形（直吹）

１４．０ １６．０

R32､R410A

集中制御対応 １

１

２

１

３

１

１

３

１２．５ １４．０

８０形(３ＨＰ)

シングル

シングル

シングル

シングル

７．１ ８．０

天カセ(４)

0.064

1.70

5.70

5.70

2.41

0.211

2.41

1.18

0.064

2.41

2.99

0.440

0.440

0.400

６３形(２．５ＨＰ)

天カセ(４)

５．６ ６．３

１２．５ １４．０１４０形(５ＨＰ)

天カセ(４)

１４０形(５ＨＰ)

１４．０ １６．０

天井吊形

１６０形(６ＨＰ)

天カセ(４)

R32 

仕 様 及 び 附 属 品 等

排気：1158m3/ｈ　給気：618m3/h

台数 設置場所

電圧等 電動機等容量(Kw)

電圧等

備考

備考

3Φ200V
送風機(外) 0.211

1Φ100V 35.5

消費電力(w)

電力　(参考値)

ツイン

ツイン

冷　　媒

64ｸﾞﾙｰﾌﾟ(128台)制御

運転・停止、温度設定

ワイヤレスリモコン、ドレンアップ装置

記　号 機 器 名

FS-1
給気・排気切替式

型　 式

一般換気扇
引きひも連動式シャッター ステンレス製屋外フード、防鳥網付

羽根径 300φ 換気量

内　観　図

位置・数量

硝　　　子

金　　　物

仕上・見込

符号・型式 AW
2 中央FIX窓引違いアルミサッシ

70

4,150

70

1
0
0

7
6
0

1
,
8
7
0

2
,
7
3
0

1,600 1,600810

網入透明ガラス　厚6.8　／　ガラスブロック　145×145×9.5

オペレーター装置

アルミ陽極酸化皮膜　・　70　／　100

ガラス撤去　アルミパネル取付

事務室

事務室

　４.ACP-1,2　室外機の据付に伴い、既製コンクリート架台、ゴム板厚１０を設置とする。

台数を示す×１台

空調機符号

ACPACP：パッケージを示す

※番号を示す

CK-4

天井埋込カセット形を示す CR

天井吊（露出）形を示す

FRVJ床置（露出）立形（直吹）を示す

改修前　空調設備機器表

記　号 機 器 名

エアコン

エアコン

エアコン

シングル

シングル

ACP-1K

ACP-2K

ACP-3K

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ

(１０ＨＰ)

ツイン

ACP-4K
エアコン

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ

ツイン

(４ＨＰ)
エアコン

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ

(４ＨＰ)
エアコン

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ

ACP-5K

ACP-6K

CRK

エアコン

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ
ACP-7K

エアコン

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ

エアコン

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ

ACP-8K

ACP-9K

床置立形（直吹）

(８ＨＰ)

ツイン

(５ＨＰ)

(５ＨＰ)

床置立形（直吹）

天カセ（４）

天カセ（４）

シングル

天カセ（４）

シングル

(２．３ＨＰ)

天カセ（４）

シングル

(３ＨＰ)

天カセ（４）

シングル

(６ＨＰ)

天井吊形

集中リモコン

冷　房 暖　房

１

電圧等

動力　(参考値)
台数

電動機等容量(Kw)
仕 様 及 び 附 属 品 等 (参考値)

冷　　媒

冷　　媒

冷　　媒

集中制御対応制　　御

集中制御対応制　　御

集中制御対応制　　御

リモコン

3Φ200V
圧縮機(外)

送風機(外)

3Φ200V
圧縮機(外)

送風機(外)

3Φ200V
圧縮機(外)

送風機(外)

R22

R22

R22

1.30

機器能力(kW)

２８．０ ３１．５

11.9 kg

7.50

冷　　媒

制　　御 3Φ200V
圧縮機(外)

送風機(外)
R22

冷　　媒

集中制御対応制　　御

リモコン

3Φ200V
圧縮機(外)

送風機(外)
R22

冷　　媒

集中制御対応制　　御

リモコン

3Φ200V
圧縮機(外)

送風機(外)
R22

１

冷　　媒

集中制御対応制　　御

リモコン

3Φ200V
圧縮機(外)

送風機(外)
R22

冷　　媒

集中制御対応制　　御

リモコン

3Φ200V
圧縮機(外)

送風機(外)
R22

冷　　媒

集中制御対応制　　御

リモコン

3Φ200V
圧縮機(外)

送風機(外)
R22

２０．０ ２２．４

ワイヤレスリモコン

ワイヤレスリモコン

ワイヤレスリモコン

ワイヤレスリモコン

ワイヤレスリモコン

ワイヤレスリモコン

１

１４．０ １６．０

 9.9 kg

3.75
２

１４．０ １６．０

 9.9 kg

集中制御対応 １

１２．５ １５．０

 5.6 kg

 5.6 kg

3.75

3.75

１

1.200

1.200

0.140

0.140

0.140

0.080

0.060

0.080

0.175

７．１ ８．５

 3.0 kg

３

５．６ ６．３

 2.4 kg

1.50

2.20

１

１８．０ ９．０

 3.0 kg

2.20

１６．０ １８．０

 3.0 kg

4.40
３

床置立形（直吹）

改修後　空調設備機器表

型　 式

記　号 機 器 名 型　 式
機器能力(Kw)

台数仕 様 及 び 附 属 品 等 (参考値)
動力　(参考値)

NS

多目的室（食堂）

改修前・後　空調設備機器表

部屋名称 符号 名　称 サイズ

番　手

①

直管部の

合計長さ

（ｍ）

②

（ｍ）

相当長さ

局部の直管

（ｍ）

相当長さ

③

（ｍ）

相当長さ

部品の直管 合計の直管

特性図より型　式

（m3/h）

⑤

（m3/h） 判定

換気量

設　計

⑥

（Pa）

④

備　考

⑤ ≧ ⑥

ﾒｰｶｰの静圧-風量

OK天井埋込型 2.0×1個150φ 13.0×1個事務所 FE-1 FY-32C7 2.1 17.1 50 310 310

記号
ガス

消費量
〔kW〕

理論
廃ガス量

〔m3/kWH〕

乗数

〔m3/kWH〕

排気量

〔m3/H〕

フード器具寸法

〔mm〕

面積

〔㎡〕

容積

〔m3〕 記号

換気扇

排気量

〔m3/H〕

総排気量

〔m3/H〕
機　器　名　称

シックハウス用換気扇ダクト圧損計算書

必要換気量　計算書

1 高速ガスオ－ブン 9.3 40 0.93 47.5345.96

FW-1

1,000

×1台

345.96

128.30128.30

474.26

必要換気量Ｖ＝定数　ｘ　理論排ガス量Ｋ　ｘ　燃料消費量Ｑ

必要換気量Ｖ＝４０　ｘ　０．９３　ｘ　９．３＝３４５．９６ｍ3/ｈ

２

クッキー工房

多目的室（食堂）

クッキー工房

多目的室（食堂）

２

クッキー工房

１階クッキー工房、多目的室（食堂）

ふれあいの里可児空調・屋根防水改修工事



ふれあいの里可児空調・屋根防水改修工事

図面番号

工事名

株式会社　廣建築設備設計設　計

種　別

縮　尺

改修前　空調設備系統図

M-004

▽1FL

▽GL

2,
3
55

3,
5
00

50
0

ACP

1K

FRVJ

ｼﾝｸﾞﾙ

就労継続
Ｂ型
作業室

CH=2,900

ACP

2K

FRVJ

ｼﾝｸﾞﾙ

生活介護
訓練室

CH=2,900

ACP

CK-4

5K

ﾂｲﾝ

事務室

CH=2,700

ACP

CK-4

5K

ﾂｲﾝ

CH=2,700

クッキー工房

CH=2,250～3,000

R
2

R
2

R
2

R
2

ACP

CK-4

5K

ﾂｲﾝ

CH=2,700

多目的室
（食堂）

ACP

FRVJ

4K

ﾂｲﾝ

ホール

ACP

×３台

CH=2,900

CR

9K

ｼﾝｸﾞﾙ

プレイルーム

ACP

CK-4

6K

ｼﾝｸﾞﾙ

CH=2,400

ACP

CK-4

ｼﾝｸﾞﾙ

CH=2,700

ACP

CK-4

6K

ｼﾝｸﾞﾙ

CH=2,700

保健室

ACP

CK-4

6K

ｼﾝｸﾞﾙ

CH=2,400

ACP

CK-4

ｼﾝｸﾞﾙ

脱衣室

R
2

R
2

CH=2,700

R
2

R
2

R
1

R
2

R
4

R
2

R3

R
2

R
2

R3

R
3

R
3

R
5

R
4

R
2

R
3

R
3

R
3

R
3

R
3

R
3

R2
R2

R
3

R
1

R
2

R
3

R
3

R
3

R
5 7K 8K

R5 15.88 28.58

備　考
記号 液　管

冷媒管サイズ

ガス管

R1 6.35

R2

R3

R4

9.52 15.88

9.52 19.05

12.70 25.40

15.88

ドレン管：硬質塩化ビニル管（VP）

記　号

室内機（天カセ）　撤去

R 冷媒管　：断熱材被覆銅管

室内機（天吊）　撤去

D

既設　配管

配管　撤去

配管切断

室内機（床置）　撤去

室外機　撤去

改修後　空調設備機器表

▽1FL

▽GL

2,
3
55

3,
5
00

50
0

事務室

CH=2,700 CH=2,700

クッキー工房

CH=2,250～3,000

R
2

R
2

R
2

R
2

CH=2,700

多目的室
（食堂）

ホール

CH=2,900

プレイルーム

CH=2,400 CH=2,700 CH=2,700

保健室

CH=2,400

脱衣室

R
2

R
2

CH=2,700

R
2

R
2

R
1

R
2

R
2

R3

R
2

R
2

R3

R
3

R
3

生活介護
訓練室

CH=2,900

就労継続
Ｂ型
作業室

CH=2,900

ACP

CK-4

ｼﾝｸﾞﾙ

ACP

CK-4

ｼﾝｸﾞﾙ

ACP

CK-4

ｼﾝｸﾞﾙ

ACP

CK-4

ｼﾝｸﾞﾙ

ACP

×３台

CR

ｼﾝｸﾞﾙ

ACP

CK-4

ﾂｲﾝ

ACP

FRVJ

ﾂｲﾝ

ACP

CK-4

ACP

CK-4

ﾂｲﾝ

ACP

CK-4

ｼﾝｸﾞﾙ

ACPACP

1 2

CRCR

ﾂｲﾝﾂｲﾝ ﾂｲﾝ

R
5

R
2

R
3

R
3

R
3

R
3

R
3

R
3

R2
R2

R
3

R
1

R
2

R
3

R
3

R
3

R
4

R
4

R
2

R
2

R5

6 5 4 9 67 8

記号 液　管

冷媒管サイズ

ガス管
備　考

R1 6.35

R2

R3

R4

R5

15.88

9.52 15.88

9.52 19.05

15.88

12.70 25.40

28.58

既設　配管

配管　新設

配管接続

記　号

R 冷媒管　：断熱材被覆銅管

D ドレン管：硬質塩化ビニル管（VP）

室内機（天カセ）　新設

室内機（天吊）　新設

室内機（床置）　新設

室外機　新設

S=1/50 S=1/50

（ 参考） 断面図　   S=1/50

既設吊りボルト利用

既設管接続

C
H
=
2
,
7
0
0

▽ＦＬ

事務室

空調室内機(カセット形４方向吹出)

（ 参考） 断面図　   S=1/50

3
,
5
0
0

(既設空調機撤去の上、新設空調機取付)

既設管接続

▽ＦＬ

3
,
5
0
0

作業室倉庫

C
H
=
2
,
9
0
0

空調室内機(天井吊形)

RD

空調室内機(カセット形４方向吹出)設置　断面図（参考）空調室内機(天井吊形)設置　断面図（参考）

吊りボルト9φ(雄ねじアンカー)
(全ネジ亜鉛メッキ)

天井材一部撤去

カラー亜鉛鉄板仕上げ
(冷媒管・ドレン管・電線等共巻き)

R

NS

休養室（南）

休養室（南）

休養室（南）日常訓練室

休養室（南）日常訓練室

3 6

改修前・後　空調設備系統図

R
2

R
2

3



S=1/150

61,500

4,500 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750

5
,
0
0
0

5
,
0
0
0

5
,
0
0
0

5
,
0
0
0

2
0
,
0
0
0

C

D

A

B

141310 11 12987654321

S=1/150

61,500

4,500 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750

ポーチ

プロパン置場

ＷＣ

ＷＣ

浴室

休養室日常訓練室

玄関

WWC

脱衣洗面コーナー

更衣
MWC

サービスヤード

プロパン置場

倉庫

休養室 事務室

ACP

CK-4

ツイン
×１台

5
,
0
0
0

5
,
0
0
0

5
,
0
0
0

5
,
0
0
0

2
0
,
0
0
0

C

D

A

B

141310 11 12987654321

図面番号

株式会社　廣建築設備設計

S=1/150

工事名

設　計

種　別

縮　尺

4,750

吹抜

吹抜

吹抜

１階平面図　　S=1/150

Ｒ階平面図　　S=1/150

改修前　Ｒ階空調設備図

改修前　１階空調設備図

ACP

FRVJ FRVJ

ACP

FRVJホール
ツイン
×１台

ACP

CK-4

ACP

CK-4

保健室

ACP

CK-4

脱衣室

ACP

CK-4

1K 2K

6K6K7K5K6K

ACP

A-
5

A-2

A-1

A-
6

A-
9

A-
9

A-
9

A-
3

就労継続Ｂ型、作業室

A-
4

A-
3

押入１ プレイルーム

ACP

CR

9K

R1

ACP
ツイン
×１台

CK-4

3K

R1

ACP
ツイン
×１台

CK-4

3K

生活介護訓練室

ACP

CK-4

8K

R5

R5

R4

R4

R
5

R2

R2

R5,R4,R2

R
4

R2

R3

R3

R2

R
3

R3

R2
R2

R3

R3

R3 R3

R3,R3,R3

R2

R
2

R
3 R
3

R
3

R
3

食事コーナー

R3R3R3

R3 R3 R3

R
3

R2

R2

R2R2 R2 R3

R2 R3

R3,R2,R1,R2,R2
R3,R3,R3

R
2

D D

D

スペース
更衣

D

D
D

D

D

D

DD

R
1

R
2

R
2

D

D D

D

D

D

D

注意事項

・冷媒管・連絡配線は既設再利用とすること。

記号 液　管

冷媒管サイズ

ガス管
備　考

R1 6.35

R2

R3

R4

R5

15.88

9.52 15.88

9.52 19.05

15.88

12.70 25.40

28.58

D DR
2

多目的室（食堂）クッキー工房

CRK

4K

シングル
×１台

シングル
×１台

シングル
×１台

シングル
×１台

シングル
×１台

シングル
×３台

シングル
×１台

シングル
×１台

既設　配管

配管　撤去

配管切断

R 冷媒管　：断熱材被覆銅管

記　号

室外機　撤去

注意事項

R5 15.88 28.58

備　考
記号 液　管

冷媒管サイズ

ガス管

R1 6.35

R2

R3

R4

9.52 15.88

9.52 19.05

12.70 25.40

既設　配管

配管　撤去

配管切断

15.88

・配管架台は既設再利用とすること。

・保温ステンレス外装は撤去とすること。

A-
6

A-
6

A-
7

A-
8

R2 R2

M-005

AW

2

・既設冷媒・ドレン管、ケーブルは参考とし、確認すること。

ドレン管：硬質塩化ビニル管（VP）

記　号

室内機（天カセ）　撤去

R 冷媒管　：断熱材被覆銅管

集中コントローラー　撤去

室内機（天吊）　撤去

室内機（床置）　撤去

D

CRK

・冷媒管・連絡配線(VVF1.6×3C)は既設再利用とすること。

・集中リモコン線(VVF1.6×2C)は既設再利用とすること。

集中リモコン線（VVF1.6×2C）既設

集中リモコン線（VVF1.6×2C）撤去

改修前　１階・Ｒ階空調設備図

ふれあいの里可児空調・屋根防水改修工事



S=1/150

61,500

4,500 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750

5
,
0
0
0

5
,
0
0
0

5
,
0
0
0

5
,
0
0
0

2
0
,
0
0
0

C

D

A

B

141310 11 12987654321

S=1/150

61,500

4,500 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750

ポーチ

プロパン置場

ＷＣ

ＷＣ

浴室

休養室日常訓練室

玄関

WWC

脱衣洗面コーナー

更衣
MWC

サービスヤード

プロパン置場

倉庫

休養室 事務室

ACP

CK-4

ツイン
×１台

5
,
0
0
0

5
,
0
0
0

5
,
0
0
0

5
,
0
0
0

2
0
,
0
0
0

C

D

A

B

141310 11 12987654321

図面番号

株式会社　廣建築設備設計

S=1/150

工事名

設　計

種　別

縮　尺

4,750

吹抜

吹抜

吹抜

１階平面図　　S=1/150

Ｒ階平面図　　S=1/150

ACP

FRVJホール
ツイン
×１台

ACP

CK-4

ACP

CK-4

保健室

ACP

CK-4

脱衣室

ACP

CK-4

ACP

A-
5

A-
6

A-
6

A-
6

A-
9

A-
7

A-
9

A-
9

A-
3

A-
8

就労継続Ｂ型、作業室

A-
4

A-
3

押入１ プレイルーム

ACP

CR

R1

ツイン
×１台

R1

ACP
ツイン
×１台

CK-4

生活介護訓練室

ACP

CK-4

R5

R5

R4

R4

R2

R2

R2

R3

R3

R2

R
3

R3

R2
R2

R3

R3

R3 R3

R3,R3,R3

R2

R
2

R
3 R
3

R
3

R
3

食事コーナー

R3R3R3

R3 R3 R3

R
3

R2

R2

R2R2 R2 R3

R2 R2 R2 R3

R3,R2,R1,R2,R2
R3,R3,R3

R
2

D D

D

スペース
更衣

D

D

D

D

D

DD

R
1

R
2

R
2

D

D D

D

D

D

D

注意事項

・冷媒管・連絡配線は既設再利用とすること。

記号 液　管

冷媒管サイズ

ガス管
備　考

R1 6.35

R2

R3

R4

R5

15.88

9.52 15.88

9.52 19.05

15.88

12.70 25.40

28.58

D DR
2

CR

多目的室（食堂）クッキー工房

改修後　Ｒ階空調設備図

改修後　１階空調設備図

6 5 7 6 6

8

93

CR

ツイン
×１台

R5

D

D
D

R
2

R
2

R
2

2

ACP

CR

ツイン
×１台

1

ACP

CK-4

3

4

A-
1

A-
2

シングル
×３台

シングル
×１台

シングル
×１台

シングル
×１台

シングル
×１台

シングル
×１台

R
2

R
4 R4

既設　配管

R 冷媒管　：断熱材被覆銅管

記　号

室外機　新設

配管　新設

配管接続

記　号

室内機（天カセ）　新設

室内機（天吊）　新設

室内機（床置）　新設

・配管架台は既設再利用とすること。

・保温ステンレス外装を新設すること。

M-006

R5,R4,R2

25

30

30

改修後　１階空調設備図

1

FS

1

FS

注意事項

記号 液　管

冷媒管サイズ

ガス管
備　考

R1 6.35

R2

R3

R4

R5

9.52

9.52 19.05

15.88

12.70 25.40

28.58

既設　配管

配管　新設

R 冷媒管　：断熱材被覆銅管

D ドレン管：硬質塩化ビニル管（VP）

集中リモコン線　既設

配管接続

天井点検口　450角（アルミ枠）

15.88

15.88

集中リモコン線　VVF1.6×2C

・冷媒管・連絡配線(VVF1.6×3C)は既設再利用とすること。

・集中リモコン線(VVF1.6×2C)は既設再利用とすること。

集中コントローラー　新設CR

ワイヤレスリモコン　新設R

R

RRRR
R

R

R R
R

×２

×３

ふれあいの里可児空調・屋根防水改修工事



また、その他下記に示すものを印刷物として提出を行う。※機械設備工事特記に準ずること。

ふれあいの里可児空調・屋根防水改修工事

自：令和２年契約日　　～　　至：令和３年　１月29日３　．　工　　期

　２　．　工事場所　　　

工事種目 （　　印の付いたものを適用する）

４　．　敷地面積

建物概要

㎡

　１　．　工事名称

５　．　敷地条件 容積率％ ％

（１）設計図書の優先順位

１－現場説明書及び質疑応答書　　　　２－本特記仕様書　　　　３－設計図書　　　　４－共通仕様書

１．　　共　通　仕　様

一般共通事項

（３）用語の「監督係員」は民間（旧四会）連合協定「工事請負契約約款」の監理者と同義語とする。

２．　　関連する基準等

（１）建築設備設計・施工上の運用指針（国土交通省住宅局建築指導課監修）

（２）建築設備耐震設計・施工指針（国土交通省国土技術政策総合研究所監修）

（４）官庁施設の総合耐震基準および同解説（建設省大臣官房官庁営繕部監修）

設計図書中の特記事項は特記仕様書と同等の扱いとする。

（２）共通仕様書

○

○

国土交通省仕様 メーカー標準仕様 その他 （　　　　　　　　）

工事仕様

２．　　電源周波数

１．　　機材等の検査及び試験

６０Ｈｚ

検査及び試験をおこなうべき機材は共通仕様書による。

５０Ｈｚ

項　　　　　　　　目 特　　　記　　　事　　　項

　　銅合金製　　　　　　ステンレス製

（備考）（天井高）×０．８５は天井高が２，５００～３，０００ｍｍの場合に適用する。

２，１００～２，５００

取付高［ｍｍ］

床上～中心

１，０００

台上～中心

床上～中心

床上～中心

３００

１５０

３００

床上～中心

床上～中心

鏡上端～中心

床上～中心

１５０

１，３００

２，５００

名　　称 側　点

盤・機器類は、全て指定色仕上とし、塗装色は監督係員の指示による。

（一般事項は全て適用する。選択欄は●印の付いたものを適用する）

第１章　　一　般　事　項

測　定　用 １００Ω以下 Ｅ　　１０φ×１Ｂ

注）１．各種接地抵抗値は基準値以下とすること。

　　２．接地極は次による。

Ｅ　　：接地銅板９００×９００×１．５ｔＰ

Ｅ　　：接地棒　Ｌ＝１５００ｍｍＢ

高圧配電盤 制御盤・分電盤・端子盤類 総合盤 火報総合盤

非常ベル総合盤

通　信　用

通　信　用

交　換　機　用

避　雷　設　備

避　雷　器

１０Ω以下

１００Ω以下

１０Ω以下

１０Ω以下

Ω以下

エレベーター用 １００Ω以下

にはプロット図を作成し承諾を得てから施工する。

　壁付、壁掛形の機器等の取付高さは、図面に記載のない場合は原則として下表によるが、施行前

消防設備機器については各関連法令に準拠のこと。

身障者・高齢者対応機器類については当該自治体作成の関係条例集や推奨・指示書を優先すること

２，０００床上～上端

床上～下端

床上～中心

床上～中心

床上～中心

１，５００

１，３００

５００

１，５００

天井面～中心 ３００

地上～中心 ６００

（天井高）×０．８５

１，５００

床上～中心

床上～中心

床上～中心

１，３００

１，５００

床上～中心

床上～下端 ３００

床上～中心 １，３００

床上～中心

床上～操作部 １，８００

２，３００

床上～中心

床上～中心

１，８００

９００

床上～操作部 １，８００

ブラケット（一般）

ブラケット（踊場）

ブラケット（鏡上）

スイッチ（一般）

スイッチ（身体障害者用）

コンセント、電話用アウトレット、直列ユニット（一般）

コンセント、電話用アウトレット、直列ユニット（和室）

コンセント、電話用アウトレット、直列ユニット（台上）

壁掛型エアコン用コンセント

引込開閉器箱（低圧）

分電盤、制御盤、実験盤

開閉器箱

電磁開閉器用押しボタン

接地用端子箱

接地極埋設標

室内端子盤（廊下・室内）

中間端子盤（ＥＰＳ・電気室）

親時計

子時計、スピーカ

アッテネータ

インターホン

呼出ボタン（身体障害者用）

復帰ボタン（身体障害者用）

廊下表示灯（身体障害者用）

テレビ機器収容箱

端子盤類

○ ○

接地極は必要な接地抵抗値が出るように長さ、太さをきめること　　（接地極埋設標も含む）

第　Ｄ　種

第　Ａ　種

第　Ｃ　種

第　Ｂ　種

接地の種類

１００Ω以下

接地極

１０Ω以下

１５０/１Ω以下

１０Ω以下

接地抵抗値記　号

項　　　　　　　　目 特　　　記　　　事　　　項

ＰＥ　　×１

Ｅ　　×１Ｐ

ＢＥ　　１４φ×２連　２組

ＢＥ　　１４φ×２連

第　Ｄ　種（ＥＬＢ） １００Ω以下 ＢＥ　　１４φ×２連

１９．　　提出書類 工事の適切な時期に下記の書類を提出する。

負荷容量の決定に伴い変圧器容量・コンデンサ容量の計算書ならび幹線計算書

保護協調計算書

高周波関係の計算書

照度計算書（総合図作成前までに提出。）

動力（単相動力を含む）のインターロック・運動試験結果報告書

（停電信号・火災信号の移動確認を含む。）

警報盤表示試験結果報告書（別途中央監視へ移報する場合は、その報告書とする。）

共　同　接　地 　　Ω以下

特　　　記　　　事　　　項項　　　　　　　　目

国土交通省大臣官房官庁営繕部　　公共建築工事標準仕様書並び標準図（電気設備工事編最新版）

（３）電気設備工事機材承諾図様式集（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）

１．　　機　材　等 （１）本工事に使用する設備機材等は、設計図書に規定するもの又は、これらと同等のものとする。

なお、機材については、「設備機材等指定一覧表」による他、これらと同等のものとする。

ただし、同等とする場合は監督係員の承諾をうけるものとする。

２．　　官公庁その他への

提出を省略することができる。ただし、監督員が指示するもの、標準仕様書に規定される

第１章４節１．４．２「機材の品質等」（ｃ）の品質及び性能を有することの証明となる資料の

　使用する機材が設備機材等一覧表による製造者等のものである場合は、標準仕様書第１編

（２）機材の品質・性能証明

届け出手続等

（１）工事の着手、施工、完成にあたり、関係官公庁などへの必要な届出手続等は受注者が代行し

遅滞なくおこなう。

３．　　工事用電力・水・その他 （１）本工事に必要な工事用電力、水、および諸手続などの費用は、引き渡しまで全て受注者の

負担とする。

４．　　工事用仮設物

５．　　足場・桟橋類 （１）別契約の関係受注者が定着した部分（　　本工事にて負担　　　　無償にて使用）

６．　　発生材の処理等

（２）引き渡しを要するもの以外は場外搬出適宜処理する。

（３）発生材において廃棄処分を必要とするものは廃棄マニフェストを提出のこと。

７．　　工事報告および （１）工事監理報告書を毎月１回提出する。

工事写真 （２）工事写真記録は「建設大臣官房官庁営繕部監修の工事写真の撮り方（改訂版）の建築設備編」

による。

８．　　他工事との取合い （１）スリーブ箱入れその他工事との取合いは、工事区分表によるものとし、施工に支障をきたさ

ない時期までに必要な位置、大きさなどを明示し監督係員と打合わせる。

９．　　性能保証 （１）図示に明示されていない事項でも技術上または施工上当然必要と思われる事項は、監督係員

の指示により金額の増減なく施工する。

（２）回転数制御機器などは高調波対策を講じた機器を使用する。

１０．　　設計変更 （１）工事発注者の指示により、設計図に該当しない設計変更が生じた場合は、原則としてあら

かじめ見積書を提出し、承認された上で変更工事に着手する。また、設計変更の見積単価

および率は契約時の単価および率を原則とし、工事期間は協議による。

１１．　　施工図等の取扱 （１）施工図等の著作権に係わる当該建物に限る使用権は、発注者に移譲するものとする。

１２．　　製作図・施工図 （１）総合図、施工工程表、製作図工程表は監督係員の指示により提出する。

１３．　　着工時提出書類等

項　　　　　　　　目 特　　　記　　　事　　　項

（４）再利用又は再資源化を図るもの

有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（５）アスベスト含有製品は基本的に使用せず、既存解体等に伴い、発生材が生じた場合には係員

の指示による。

製作図、試験成績書等は除く。

１４．　　完成時提出書類等

受注者は、工事着工時に下記書類を提出する。

・　その他監督員及び契約事務担当の指示するもの

○○○○○○

○○○○○○

○○○○○○

１

２．高天井ランプ交換用ポール　　　あり　（　　　ｍ、　　本）　　なし

１．共用部照明器具のランプ類　　　あり　現用数の　　　％（種類毎に１個以上）　　なし

（１）下記の予備品を納入する。

１．電力会社工事負担金

（４）各種負担金の扱いは下記による。

（３）本工事の引渡しに際し、保守要員に機器の取扱い・維持管理などの指導を行う。

（１）竣工後一年間の運転実績報告書（光熱費等）を提出のこと。詳細は、監督係員の指示による。

（２）施主が保安委託しているまたは予定している保安会社等に通産局への提出書類作成の助成、

並びに受電前立会検査等に立会を依頼した場合の費用は、本工事に含むものとする。

含む

含む

含む

含まない

含まない

含まない

３

２．ＣＡＴＶ会社工事負担金

３．ＣＡＴＶ加入金

　電力会社

　電話会社

　消防署

中部電力加茂営業所

ＴＥＬ：

ＴＥＬ：

ＴＥＬ：

ＴＥＬ： ０５７４－２８－３１１３

０５７４－２６－０１１９

事前協議先

可茂消防本部

　防犯設備

１７．　納入予備品

１８．　特記事項

（１）本工事の引渡しに際し、保守要員に機器の取り扱い、維持管理などの指導を行う。

　常駐勤務　　　非常駐勤務　とする。

（１）本工事の現場代理人は、下記の資格を有する者、または監督係員の認めるものとし工事現場に

１５．　保守要員の指導

工事概要

電気設備工事特記仕様書

○

○

ＥＰＴ、ＰＣ

ＥＡｔ

ＥＤｔ

Ｅｔ

ＥＬ

ＥＬＨ

ＥＶＥ

Ｃ

ＤＥ

ＡＥ

Ｂ

Ｅ

Ｅ

Ｅ ＥＬＢ

Ｅ Ａ・Ｄ

○

　　機械設備工事及び建築工事を本工事に含む場合は、当該する機械設備工事及び建築工事には、それぞれの工事仕様を適用し、

建物別及び屋外

工　事　種　目

第１条　工事実績データ作成及び登録

受注者は、工事請負代金５００万以上（消費税及び地方消費税含む。以下同じ。）の工事について、受注時に工事実績情報

サービス（（財）日本建設情報総合センターが管理運営する工事実績情報システム。以下「コリンズ」という。）に基づき工

事実績データを作成し、「登録のための確認のお願い」を監督員へ提出し確認を受けなければならない。

２　　受注者は、前項により確認を受けたデータは、コリンズへ登録しなければならない。

３　　受注者は、前項により登録したデータにかかる「登録内容確認書（工事実績）」を監督員へ提出しなければならない。

４　　工事請負代金２，５００万円以上の工事については、変更時及び竣工時においても登録すること。

５　　登録事由発生から１０日以内に登録すること。

以降の仕様は適用しない。なお、機械設備工事の工事仕様は、（　　／　　）図、建築工事の工事仕様は（　　／　　）図による。

備　　　　考工 事 種 別

棟　　　別

構造・階数

空調面積

高　　　さ

防火対象物

延面積（文科省）

（別表第一）

建物用途

完成図

ＪＷＷ,ＤＸＦまたはＳＸＦに変換する。○○○○○○ ＣＡＤデータ

Ａ3二つ折り製本

○○○○○○ 工事写真データ

２

３

施工図○○○○○○４

７ 完成届○○○○○○

５ ○○○○○○ 完成写真

６ ○○○○○○ 保全資料

８ その他監督員が指示するもの○○○○○○

（取扱説明書、各種試験成績書、

諸官庁検査合格証明等を含む）

工事写真、完成写真においては、建設大臣官房官房官庁営繕部監修「工事写真の撮り方

上記資料の提出時に、監理者に内容の説明を行うと共に、現地にて保守担当者への取扱い

説明を確実に実施すること。

によるほか、監理者の指示により撮影し提出する。（改訂第２版）－建築設備編－」

Ａ２二つ折り製本

図面番号

作成年月日

工事名

株式会社　廣建築設備設計設　計

種　別

縮　尺 NS

（　　印の付いたものを適用する）

○○○○○○

○○○○○○

○○○○○○

（５）公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）最新版

（１）引き渡しを要するもの　　　あり（　　　　　　）　　なし

（１）全て受注者の負担とする。場内につくることが（　　できる　　　　できない）○○

○

○

設計図ＣＡＤの貸与（○　あり　○　なし）

（１）下記の金属製電線管類は塗装を行なう。

屋外露出　　　　　　　　屋内露出　　　　　その他

（１）設備機器の固定は、次に示す事項を除き全て国土交通省国土技術政策総合研究所・独立行政

　　機器の重量（ｋｇｆ）に、設計用標準水平震度を乗じたものとする。

設計用水平震度

１）設計用水平地震力

長さ１ｍ以上の入線しない電線管には、電線太さ１．２ｍｍ以上のビニル被覆鉄線を挿入し、

機械室等の床打込配管は、図面上ＰＦ管で記載している場合であっても、立上げ部分等の露出

不要

不要

分電盤・制御盤及び端子盤等の二次側以降の配線経路、電線太さ、電線本数、及び管径等は、

埋戻し後の残土は、監督係員が指示する場内の場所に敷きならしとする。

　設計用水平地震力の１／２とし、水平地震力と同時に動くものとする。

配管部分は金属管とし、その場合は全長に接地線を設ける。

要　（図示の箇所）１）地中埋設標

（１）原則として管の上端より下記の数値以上とする。（舗装路盤等の下端から管の上端）

敷地内道路部分

一般敷地部分

２）埋設表示用テープ

６００ｍｍ

３００ｍｍ

要

（１）地中埋設配管

行先を表示する。尚、地中などに水気のある管路には、上記と同等以上の強度を有するビニル製

監督係員の承諾を受けて変更しても差し支えない。

埋戻し後の残土は、場外搬出の上で適切に処理する。

重要水槽（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２）設計用鉛直地震力

重要機器、重要水槽とは下記に示すものをいう。

　　　４．上層階の定義は次による。

　　　２．＜　　＞内の数値は水槽類に適用する。

重要機器（　　　防災機器　　　　配電盤　　　　自家発電機　　　　燃料タンク　　　）

（注）１．（　　）内の数値は防振支持の機器の場合に適用する。

（１）蛍光灯器具の安定器の回路方式、電圧は図面に記載のなき場合は、照明器具姿図ならびに

分電盤結線図により判断すること。

本工事　　　　　（　　　　　）

フラッシュプレート　　　　新金属製　　　　樹脂製　　　　　ステンレス製

フロアプレート　　　　　　砲金製　　　　　アルミ合金製　　

フロアベースは水平高低調整機能付（空転防止リング付）とする。

プルボックスの材質は、屋外はステンレス製（板厚１．２ｍｍ以上）、屋内は鋼板製（板厚は１．６

ｍｍ以上）また塩ビ製（板厚３ｍｍ以上）とする。尚、塩ビ製は長辺が６００ｍｍ以下で使用

２～６階建の場合は上層階、７～９階建の場合は上層２階、１０～１２階建の場合は上層３階、

１３階以上の場合は上層４階

＜０．６＞＜１．０＞

（１．０）
地下階・１階 ＜１．０＞

０．６

（０．６）
＜０．６＞

０．４

特定の施設（甲類）

重要機器・水槽

１．０１．５

中間階

１．０

（１．５）

及び塔屋

上層階・屋外 （２．０）
＜１．５＞

（１．０）

０．６

＜１．０＞
（１．５）

一般の施設（乙類）

重要機器・水槽

設置場所

一般機器・水槽

耐震安全性の分類

一般機器・水槽

図面に特記あるもの、及び特殊なものを除き下記による。

　　　エッチングプライマー下地処理後、調合ペイント２回塗り指定色とする。

盤・機器類のアンカーボルトはコンクリートと同時打ち込み、またケミカルアンカーとする。

床下・ピット内及び水槽内使用する金物類は溶融亜鉛メッキの上タールエポキシ塗装とする。

屋外、水槽内及びピット内に使用するアンカーボルトはステンレス製とする。

屋外で使用する金物類は、　溶融亜鉛メッキ仕上げ　　ステンレス製　とする。

振動する機器類のアンカーボルトは、ダブルナット締めとする。

設けるプルボックスの蓋は、蝶番式とする。

長辺が８００ｍｍ超えるプルボックスの蓋は２枚以上に分割する。また、高所及び危険な場所に

天井埋込照明器具・スピーカ及び感知器の位置ボックスは、ケーブルが送り配線となる場合は

不用とする。

電力用位置ボックス類は原則として合成樹脂製とするが、コンクリート打ち込み部分は金属製と

しても良い。但し、金属製の場合、当該ボックスに接地を施す。

ＰＦ管・ＣＤ管はＪＩＳ　Ｃ　８４１１によるタイプ－２５を使用し、特記の無い場合は一重

波付管とする。また、ＣＤ管はコンクリート埋設部分のみに使用する。

ロープ等を呼び線として挿入する。

銅合金製　　　　　　　　　アルミ製（形式は特記による）

アウトレット

　　　ハイテンション

樹脂製の採用には、見本品（色・形状）を提出すること。

　金属製電線管は、溶融亜鉛メッキを施したものを採用とする。

（その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　３．〔　　　〕内の数値は横引き配管、ケーブルラック、ダクト類に適用する。

〔１．５〕

〔　－　〕

〔　－　〕

〔１．５〕

〔　－　〕

〔　－　〕

〔２．０〕

〔１．５〕

〔１．０〕

２．０

（２．０）

１．５

（２．０）

１．５

（１．５）

１．０

（１．５）

１．０

（１．０）

０．６

（１．０）
＜１．０＞＜１．５＞

＜１．５＞ ＜１．０＞

＜１．５＞＜２．０＞

〔２．０〕

〔１．５〕

〔１．０〕

する。（屋外仕様は水切り型を使用し指定色焼付塗装を行うこと）

（１）既存コンクリート床、壁等の配管貫通部の穴あけは、原則として鉄筋探査後に

ダイヤモンドカッターによる施工とする。

　　　地中埋設標の仕様は、原則としてアルミダイキャスト製の表示盤を使用し、周囲をコンクリート

　　　等で補強した構造のものを使用する。

○

３．　　耐震措置

４．　　はつり

５．　　管の埋設深さ

６．　　残土処理

７．　　管路等の布設

８．　　電線本数管路など

９．　　呼び線

１０．　金属製電線管類への塗装

１１．　　蛍光灯器具

１２．　　アンカーボルト

１３．　　支持金物・吊り金物

１４．　　ローテンション

１５．　　フロアベース

１６．　　プレートの材質

１７．　　保安器用接地

１８．　　プルボックス

１９．　　位置ボックス

２０．　　金属製電線管

２１．　　合成樹脂製可とう管

２２．　　接地極

２３．　　接地極理設標

２４．　　取付高さ

２５．　　機器類の仕様

２６．　盤・機器類の塗装

最寄り電話用アウトレット・ボックスから電話までの配線として電話機１台につき下記のケーブ

ル等を見込む。

表示は樹脂製プレートにエッチングする。

７．５ｋＷ以下の電動機の接地は、金属管を接地としても良い。

ハンドホールの蓋は鋳鉄製とし、鋳型流し込みで用途名を表示する。

地中埋設の鋼管は、ペトロラタムテープの上、プラスチックテープ巻きとし、テープ類はいずれも

１／２重ね１回巻きとする。

設計図に図示する姿図の形状・寸法等は概略を示し参考とする。

止水を必要とする壁・屋根・床などを貫通する場合は、つば付き鋼管スリーブを使用し、配管との

隙間は止水性のあるコーキング材を充填する。　　　及び防水層の貫通

防火区画・縦穴区画及び用途区画等の貫通部は、関連法規に基づき耐火処理を行う。

　取外し再使用機器は、原則として清掃及び絶縁抵抗測定を行った後、取付ける。ただし、

絶縁劣化等使用に耐えない場合は、監督係員と協議する。また、再使用するまでの保管に要する

費用は、本工事に含むものとする。

（１）電力及び電話線の引込線の引込方法、位置については、電力会社及び電気通信事業者と

（２）止水を必要とする壁・屋根・床等を貫通する箇所には、つば付鋼管スリーブ等による

　　　打合せの上、施工する。

　　　適切な方法による施工図を作成し、監督係員の承認を得て施工する。

（３）地中埋設工事にあたり、既存埋設構造躯体が支障となる場合は本工事にて支障範囲を撤去と

　　　する。

（４）床上ケーブルラックや床上露出配管の支持用置き基礎は本工事とする。

　非エコケーブル　　　エコケーブル

　構内交換設備特記仕様書による

（５）電力の契約種別は事前に協議の上、決定すること。

（６）防火区画を横断する配管は区画貫通前後１ｍを金属配管とすること。

（７）防火区画に取り付けるボックス類は区画欠損を生じないよう施工すること。

　ボタン電話機　　ＥＢＴ　０．４－４Ｃ　１．５ｍ

　内線電話機　　　ＴＩＶＦ０．６５－２Ｃ　２．０ｍ

　多機能電話機　　ＴＩＶＦ０．６５－２Ｃ　２．０ｍ

　多機能電話機　　ＥＢＴ　０．４－４Ｃ　２．０ｍ

　ワイヤープロテクタ（２号）　　　　１．５ｍ

同上 天井ボードの開口補強　　　　本工事　　　建築工事

天井埋込器具設置の際、天井ボードの開口　　　　　　本工事　　　建築工事

２７．　　ネームプレート

２８．　　電動機の接地

２９．　　ハンドホールの蓋

３２．　　機器姿図・寸法

３３．　　地中外壁

３４．　　防火区画等の貫通

３５．　天井開口補強

３０．　　電線・ケーブルの仕様

３１．　　鋼管の防食

３６．　　再使用機器

３７．　　電話機への配線

３８．　　特記事項

幹線設備

構内情報通信網

構内交換設備

情報表示設備

映像・音響設備

拡声設備

テレビ共同受信設備

監視カメラ設備

防犯・入退室管理設備

自動火災報知設備

雷保護設備

コンセント設備

室内機電源設備

集中リモコン電源設備

受変電設備

○

○

○

○

○

○

○

○

○

　建築設備士　　　電気工事士

１６．　現場代理人の資格

ふれあいの里可児空調・換気設備改修工事

ふれあいの里可児

電灯設備○

○

○

○

○

○

E-001

動力設備

屋外屋内

特記仕様書(電気設備.1)

岐阜県可児市中恵土　地内

m4.58 (ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ)

ふれあいの里可児

授産施設

ＲＣ造・平屋建

2,133

建蔽率 41.91 39.68

ふれあいの里可児

法人建築総合研究所監修の「建築設備耐震設計・施工指針２０１４年版」による。

・　着工届、現場代理人・監理（主任）技術者届（経歴を含む）、工程表　　　各１部

・　工事用縮小図面製本（Ａ３二つ折り製本）　　　２部

可児市電子納品基準に基づいて提出を行う。

第三者又は、施工者による引張試験を行うこと。

第３条　実施状況の提出について

受注者は、工事施工において、自ら立案実施した創意工夫や技術力に関する項目、又は地域社会への貢献として評価できる

項目について、工事完了時までに書面で提出することができる。

第４条　産業廃棄物の適正処理について

受注者は、産業廃棄物が搬出される工事にあたっては、監督員の指示に従い産業廃棄物関連書類の提出及び確認並びに処理

施設の現地確認並びに建設廃棄物処理状況の管理を行い、産業廃棄物が最終処分に至るまで適正に処理されていることを確認

しなければならない。

第５条　不当介入における通報義務について

受注者は、この契約の履行に当たって、妨害又は不当要求を受けたときは、発注者へ報告するとともに、警察へ通報し、捜

査上必要な協力をしなければならない。

２　　受注者は、不当介入により履行期間内に業務を完了することができないときには、発注者に履行期間の延長変更を請求する

　　ことができる。

３　　受注者が警察への通報を怠ったことが認められる場合には、発注者は指名停止等必要な措置を行う。 （平成２３年１月１９日改訂）



特　　　記　　　事　　　項項　　　　　　　　目

三菱電機（株）日本ビクター（株）ＴＯＡ（株）

パナソニック　モバイルコミュニケーションズ（株）

三菱電機照明（株）パナソニック電工（株）

ＪＩＳマーク表示品

パナソニック（株）

照明器具

配線器具

分　類

低圧盤

受配電盤

変圧器

計器

コンセント、スイッチ

資　材　名

分電盤、制御盤、端子盤

油入変圧器、ガス変圧器

ＪＩＳ　Ｃ１１０２に適合するもの

受電盤、変圧器盤、コンデンサ盤

東芝ライテック（株）

ＪＩＳマーク表示品（ＪＩＳ　Ｃ８３０２～Ｃ８３０４に適合するもの）

規　格　・　メ　ー　カ　ー　名　等

三菱電機（株）

（株）東芝

富士電機（株）

日本ビクター（株）

マスプロ電工（株）

（株）ケアコム

オムロン（株）

日新電機（株）

三菱電機（株）

アイホン（株）

パナソニック　モバイルコミュニケーションズ（株）

アイホン（株）

ホーチキ（株）愛知電子（株）

継電器

放送設備

インターホン

呼出設備

テレビ共同受信機器

火災報知設備

非常放送に使用するもの

感知器、発信器、中継器、受信機

消防用設備以外に使用するもの

テンパール工業（株）

ＴＯＡ（株）

（株）ケアコム

非常用放送委員会の基準適合ラベルが貼付されたもの

（株）明電舎

（株）日立製作所

日本消防検定協会の認定証票が貼付されたもの

八木アンテナ（株） ＤＸアンテナ（株）

無有（下記一覧表による）有（別途施主配布資料による）

２．採用メーカー決定に関しては、当該製品の本件に於ける機能及び性能を保障した上で、施主と現場監督係員の了解を得ること。

３．指定メーカー一覧

　　　本工事に於いては相当仕様品以上を見込むこと。

１．全図面中に明記されているメーカー及び商品型番・機器寸法は、設備仕様を示すための参考表記である。

設備機材等指定一覧表

雷保護設備

大阪避雷針工業（株）

日本避雷針工業（株） 東京避雷針工業（株）名古屋避雷針工業（株）

パナソニック　モバイルコミュニケーションズ（株）

（株）日立製作所

（株）ダイヘン

（株）東芝

（株）愛知電機製作所

節

節 項　　　　　　　　目 特　　　記　　　事　　　項

１．　　電気方式

定格遮断電流

三相３線式　　６．６ｋＶ

２．　　受電方式 １回線 ２回線（本線、予備）

３．　　引込方式 架空引込（既設） 地中引込（　　ピラーボックス）

４．　　主遮断装置

１０．　　特記事項

１０．　　特記事項

３．　　特記事項

２．　　監視方式

４．　　特記事項

１．　　電気方式

２．　　配線方式

３．　　盤仕様

（１）高圧

（２）低圧 三相３線式　　２００Ｖ　　　　　単相３線式　　２００／１００Ｖ

三相３線式　　　　　２２ｋＶ　　　　３３ｋＶ　　　　６６ｋＶ（３）特別高圧

３回線スポットネットワーク

（１２．５ｋＡ以上） ＰＦ－Ｓ形 ＣＢ形 ＧＩＳ形

５．　　変圧器種類 油入 モールド

６．　　進相コンデンサ

高圧電動機容量（　　　　　　　　ｋＷ）

高圧 低圧

自動力率制御 有 無

７．　　直列リアクトル 無有（　　６％　　１３％　　　　　　）

８．　　高調波対策 補償容量（　　　　ｋＶＡ） 系統電圧（　　　　Ｖ）

９．　　配電盤 屋内形 （　　薄型）

１．　　用途 予備電源用 防災用 コージェネ用 兼用（　　　　　　　　　　　　）

２．　　運転方式 単独運転 系統連系運転

３．　　規格 普通形長時間形

４．　　防音性能 低騒音形普通防音形 超低騒音形

５．　　発電機 三相３線式　　　電　圧（　　　　　Ｖ）（１）電気方式

（２）定格出力（　　　　　ｋＶＡ以上）

６．　　原動機 （１）種類 ディーゼル機関 ガスタービン

（２）冷却方式（ディーゼル機関の場合） 水冷循環式 ラジエーター式

７．　　燃料 （１）種類 軽油 Ａ重油 特Ａ重油 灯油

燃料小出槽　　（　　　　　　　　）

主燃料槽　　　（　　　　　　　　） 専用 共用

８．　　電源切替器 有 無

９．　　順次起動 シーケンサによる順次投入（変電設備） 無

１．　　直流電源装置 （１）用途 非常照明器具電源及び受変電設備制御電源共用

受変電設備制御電源専用

その他（　　　　　　　　　　　　　）

（２）蓄電池 鉛蓄電池

アルカリ蓄電池 （　　ＡＨ　　　　ＡＨＨ　　　ＡＭＨ）

２．　　ＵＰＳ装置 （１）用途

（３）出力電気方式

（２）給電方式 常時商用給電 常時インバータ給電

単相２線式（　　直流　　　交流） 単相３線式 三相３線式

（４）出力電圧 １００Ｖ １００／２００Ｖ ２００Ｖ

（５）定格出力 （　　　　　ｋＶＡ）

（６）補償時間 （　　　　　分以上）

（７）蓄電池

アルカリ蓄電池

鉛蓄電池

（　　ＡＨ　　　　ＡＨＨ　　　ＡＭＨ）

（　　ＨＳ　　　　ＨＳＥ　　　ＭＳＥ　　　長寿命ＭＳＥ）

　　液晶タッチパネル式　　　アナンシェーター式　　　　　　　　　　

３．　　監視制御対象設備 図中明記による

配　管　　　　　ケーブルラック　　　　　ダクト　　　　金属トラフ

自立　　　　　　壁掛　　　　　　

屋外（　ＳＵＳ　　　溶融亜鉛メッキ　　　ＦＲＰ　　　焼付塗装）

三相３線式２００Ｖ

節

１．　　電気方式

項　　　　　　　　目

分岐

特　　　記　　　事　　　項

２．　　配線方式

３．　　別途機側盤

４．　　水位電極棒等

加圧給水ポンプ盤

浄化槽盤

別途機械設備

１０．　　ＨＩＤ用安全器

１１．　　蛍光ランプ光源色の指定

９．　　外灯ポール内開閉器

８．　　非常用照明器具 電池内蔵型　　　　　　電源別置形

配線用遮断器（トリップ機構なし）　　　　　　　カットアウトスイッチ

高力率　　　　　　　　低始動電流形

監督係員のとの協議を行う

１．　　電気方式 分岐

２．　　配線方式

３．　　配線器具埋込コンセント

４．　　配線器具プレート

５．　　フロアーコンセント

単相２線式１００Ｖ　　　　　　単相２線式２００Ｖ

大角連用　　　　　　　ワイドシリーズ　　　　　グレーシアシリーズ（プレート共）

樹脂プレート　　　　　　ステンレスプレート　　　　新金属プレート

インナーコンセント（金属管用）　　　　　　　　インナーコンセント（ＯＡ床用）

１．　　受雷部

２．　　引下避雷導線

３．　　接地極

突針　（　　自立　　　壁面支持　）　　　　棟上導体　　　　メッシュ状導体

簡略法（建築構造体利用）

接地極埋設　　　　　　建築構造体利用

特　　　記　　　事　　　項項　　　　　　　　目節

１．　　電気方式

３．　　地中管の材料

４．　　装柱器材

２．　　配線方式 地中線式　　　　　　　架空線式

三相３線式６．６ｋＶ　　　　　　三相３線式２００Ｖ　

単相３線式２００／１００Ｖ　　　単相２線式２００Ｖ　　　　単相２線式１００Ｖ

鋼製ポリエチレン被覆ケーブル保護管　（ＰＥ）

波付硬質合成樹脂管　　　　　　　　　（ＦＥＰ）

耐衝撃性硬質ビニル電線管　　　　　　（ＨＩＶＥ）

一般形　　　　　　　　耐塩形（ケーブル端末処理材共）

１．　　配線方式

２．　　地中管の材料

地中線式　　　　　　　架空線式

耐衝撃性硬質ビニル電線管　　　　　　（ＨＩＶＥ）

波付硬質合成樹脂管　　　　　　　　　（ＦＥＰ）

鋼製ポリエチレン被覆ケーブル保護管　（ＰＥ）

４．　　ケーブラックの材質

屋内（　ＳＵＳ　　　溶融亜鉛メッキ　　　ＦＲＰ　　　焼付塗装）

５．　　インターロック

樹脂製プレート　　　　ステンレス製プレート　　新金属プレート５．　　配線器具プレート

７．　　リモコンシステム

６．　　Ｆケーブルの接続 天井裏でのケーブル接続は下記による。但し、送り端子付照明器具はこの限りでない。

２線式　　　　　　　　多重伝送式リモコン（アドレス設定器必要台数納品）

金属製位置ボックス　　Ｆケーブル専用ジョイントボックス（端子なし）

樹脂製位置ボックス

４．　　配線器具埋込スイッチ 大角連用　　　　　　　ワイドシリーズ　　　　　グレーシアシリーズ（プレート共）

ケーブルころがし 金属管 合成樹脂可とう電線管

６．　　特記事項

直接法（単独立下げ）

４．　　特記事項

５．　　特記事項

３．　　特記事項

（１）

（２）

箱体仕様

都市ガス ＬＰＧ

１．　　中央監視盤 卓上形　　　壁掛形　　　自立形　　　　　　　　

防振ゴム（ストッパー付）

屋外型

ＳＵＳ

消防認定品

溶融亜鉛メッキ

ＪＩＳ

ＦＲＰ 焼付塗装

５．　　特記事項

地下ピット・屋外

一般屋内

Ｚ３５ ＡＬ

ＺＭ ＺＴ ＡＬ

三相３線式４００Ｖ

エレベーター消火栓ポンプ盤　

井戸ポンプ盤

本工事

　　キュービクルは消防認定品または、告示７号準拠品とする。

　　ＪＩＳ　Ａ　４２０１：１９９２

　　ＪＩＳ　Ａ　４２０１：２００３

突針支持管　　　鋼製　　　　ステンレス製

内部雷保護システム

１．　　工事範囲

４．　　接地システム

２．　　保護レベル

３．　　受雷部システム

　　Ａ型接地極 （　　　　板状接地極　　　　垂直接地極　　　　放射接地極）

（　　　環状接地極　　　　　　網状接地極）　　Ｂ型接地極

５．　　特記事項

６．　　特記事項

自動火災報知設備の受信機と連動して空調・換気機器を停止させる。

（　　ＨＳ　　　　ＨＳＥ　　　ＭＳＥ　　　長寿命ＭＳＥ）

ラインインタラクティブ

金属製手摺、笠木（別途）等

空冷式

アクティブフィルタ

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　）

（ ）

・詳細仕様は中央監視制御設備仕様図による

（１）

（２）

アップコンセント　　　上下動タイプコンセント（フラット式）

外部雷保護システム（　　受雷部システム　　　引下げ導線システム　　　接地システム）

特記事項

建設大臣官房官庁営繕部監修「建築材料・設備器材等品質性能評価事業設備材等評価名簿（平成１０年版）」による。

時計設備

ＬＡＮ設備

ＴＩＣシチズン（株） セイコ－ＣＳＩ（株）

富士通（株） アライドテレス

○

○

ポリエチレン被覆鋼管（厚鋼）　　　　（ＰＧ）

尾関製作所（株） 三景電機（株） 新愛知電機（株）

日東工業（株） 内外電機（株）

大東電機（株）

尾関製作所（株） 三景電機（株） 新愛知電機（株）

日東工業（株） 内外電機（株）

金属製線ぴ

配　管　　　　　ケーブルラック　　　　　ダクト　　　　金属トラフ

第２章　　電気設備

ポリエチレン被覆鋼管（厚鋼）　　　　（ＰＬＰ）

受　

変　

電　

設　

備

発　

電　

設　

備

静　

止　

形　

電　

源　

設　

備

制
御
設
備

中
央
監
視

幹　

線　

設　

備

動　

力　

設　

備

コ
ン
セ
ン
ト
設
備

構
内
通
信
線
路

構
内
配
電
線
路

雷
保
護
設
備

電　

灯　

設　

備

１．　　配線方式

２．　　機器

１．　　配線方式

２．　　増幅器

金属管配線　　　　　　ケーブル配線　　　　　　合成樹脂管配線

設備総合盤組込形　　　　　キャビネット組込形　　　　ラック組込形形　式

用　途 業務用　　　　　　　　　　非常業務兼用

２．　　配線方式

３．　　機器

金属管配線　　　　　　ケーブル配線　　　　　　合成樹脂管配線

用　途 夜間受付　　　身障者用　　　　　　　　一般用　　　　　　　　　集合住宅用

種　類 親子式　　（　　電話型同時通話式　　　　電話スピーカ型同時通話式　）

相互式　　（　　電話型同時通話式　　　　複合式　）

６．　　電波障害対策工事

５．　　電界強度

４．　　アンテナマスト

３．　　アンテナ

２．　　配線方式 金属管配線　　　　　　ケーブル配線　　　　　　合成樹脂管配線

ＶＨＦ　　　ＵＨＦ　　　ＢＳ　　　　ＣＳ　　　　ＦＭ　　　　　ＡＭ

壁面取付形　　　　　　自立形

アンテナマスト及び支持材等は、　　溶融亜鉛メッキ　　ステンレス製とする。

最上階が打上がった時に、アンテナ取付予定位置、またその周辺位置で測定し、

　その測定記録を監督係員に速やかに提出のこと

調査費　（　　含　　　不含　）　　　　　　　　

金属管配線　　　　　　ケーブル配線　　　　　　合成樹脂管配線

カラー　　　　　　　　白黒

設備総合盤組込形　　　キャビネット組込形　　　ラック組込形

１．　　配線方式

２．　　車両検出方式 ループコイル式　　　　光電式

３．　　特記事項

４．　　特記事項

測定ポイントは、監督係員の指示による。

７．　　特記事項

３．　　伝送方式

感知式

３．　　特記事項

（１）

（２）

（１）

（２）

１．　　工事範囲 配　管

収納ラック内ケーブルＲＪ－４５（コネクタ取付）

配　線 収納ラック モジュラジャック取付

機器取付

２．　　配線方式 （１）幹　線 合成樹脂配線

（２）分　岐

金属管配線 ケーブル配線

合成樹脂配線金属管配線 ケーブル配線

フロアダクト配線

３．　　配　線 （１）幹　線 ＵＴＰ－ＣＡＴ５ＥＦＤＤＩ 同軸１０ＢＡＳＥ－５

ＳＴＰ－ＣＡＴ５Ｅ

（２）分　岐 ＵＴＰ－ＣＡＴ５Ｅ ＳＴＰ－ＣＡＴ５Ｅ

４．　　収納ラック 鋼板製 アルミ製 前面扉アクリル板

５．　　試　験 全数の結線テスト・電送速度テストを行い、報告書を提出すること。

６．　　特記事項

１．　　工事範囲 配　管 配　線 機器取付

２．　　配線方式 （１）幹　線 合成樹脂配線

（２）分　岐

金属管配線 ケーブル配線

合成樹脂配線金属管配線 ケーブル配線

フロアダクト配線

３．　　形　式 デジタルＰＢＸ　　　　　ＩＰ－ＰＢＸ　　　　ＶｏＩＰ－サーバ

４．　　回　線 局線　　／　　回線（　　ダイヤルイン　　回線） 専用線　　／　　回線

内線　　／　　回線 データ端末回線　　／　　回線

構内交換設備仕様図による

５．　　モジュラージャック 使用しない（ノズルプレート）

６極４心 ６極６心 ８極８心

６極２心

７．　　特記事項

容　量　　　Ｗ（２）

２．　　配線方式

３．　　電気方式

４．　　情報表示盤

合成樹脂配線金属管配線 ケーブル配線

ＡＣ　　　　Ｖ ＤＣ　　　　Ｖ

用　途（　　　　　　　　　　　　　　　）

発光ダイオード式ランプ式 磁気浮動式 液晶式 プラズマ式

５．　　特記事項

１．　　配線方式 合成樹脂配線金属管配線 ケーブル配線

２．　　増幅器 操作卓 キャビネット組込形 ラック組込形

３．　　プロジェクター 卓上形 天井吊形 天井収容形 背面投写式キャビネット形

液晶

・光出力　　　　ｌｍ以上（　　型） ・解像度　　　　×　　　ドット以上（　　型）

４．　　ディスプレイ 壁掛型 壁埋込型 自立架台型

液晶 プラズマ

・サイズ　　　　　　インチ ・解像度　　　　×　　　ドット以上

５．　　スクリーン ・サイズ　　　　　　インチ 電動巻上式

６．　　特記事項

１９インチ

・詳細仕様は構内交換設備特記仕様書による

構内ＰＨＳ機能６．　　付加機能

４．　　特記事項

アナログ伝送方式　　　ネットワーク伝送方式

１．　　種別 時刻表示 マルチサイン 出退表示

１．　　種別 トイレ呼出音声誘導 インターホン

コントラスト比　　　　　：１

カメラ

モニター

１．　　受信方式 地上波アンテナ　　　　衛星放送アンテナ　　　　ＣＡＴＶ　　　　　

　　地上波デジタル放送受信に対応した設備とする

補償工事費　（　　含　　　不含　）　　　　　　　　

金属管配線　　　　　　ケーブル配線　　　　　合成樹脂管配線

本工事では予備配管のみ

本工事では予備配管のみ

○

メタルモール

構
内
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報
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設
備

構
内
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換
設
備

情
報
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設
備
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像
・
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設
備
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声
設
備
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導
支
援
設
備

テ
レ
ビ
共
同
受
信
設
備

監
視
カ
メ
ラ
設
備

　

管
制
設
備

駐
車
場

１．　　工事範囲

２．　　警備会社取合

配管　　　　　　　　　配線　　　　　　　　　　機器取付

有　　　　　　　　　　無

３．　　特記事項 詳細仕様は防犯・入退室管理設備仕様図による

本工事では予備配管のみ

　
　

管
理
設
備

　

防
犯
・
入
退
室

監視方式　　　　　　　個別式　　　　　　　集中監視式

ガスの種類　　　　　　都市ガス　　　　　　ＬＰＧ

副受信機　　　　　　　（　　　　回線　）

１．　　自動火災報知設備

４．　　特記事項

３．　　ガス漏れ警報設備

２．　　自動閉鎖装置

（２）

（１）

受信機　（　　　形　　　　　　　回線　）　　　単独　　　　　　　　火報盤と一体型

連動制御器　　　　　　（　　　　回線　）　　　単独　　　　　　　　火報盤と一体型

受信機　（　　　形　　　級　　　回線　）　　単独　　　複合　　２２０号特例基準

既設器具脱着

３．　　ケーブルの保護

２．　　配線方式

１．　　電気方式 直流２線式１００Ｖ

ケーブル配線において、壁貫通、壁立下り部分には下記の方法にて保護すること

ＣＤ管

ケーブルころがし

分岐 単相２線式１００Ｖ 単相２線式２００Ｖ

金属管 合成樹脂可とう電線管

ＰＦ管 ネジなし電線管 軽量間仕切り部専用保護金具

金属製線ぴ

３．　　ケーブルの保護

２．　　配線方式

１．　　電気方式 直流２線式１００Ｖ

ケーブル配線において、壁貫通、壁立下り部分には下記の方法にて保護すること

ＣＤ管

ケーブルころがし

分岐 単相２線式１００Ｖ 単相２線式２００Ｖ

金属管 合成樹脂可とう電線管

ＰＦ管 ネジなし電線管 軽量間仕切り部専用保護金具

金属製線ぴ

１２．　　特記事項

自
動
火
災
報
知
設
備

室
内
機
電
源
設
備４．　　特記事項

図面番号

工事名

株式会社　廣建築設備設計設　計

種　別

縮　尺

（HUB使用　L2SW24ポート）

Baffalo

撤
去
工
事

ＰＣＢ濃度の測定に関しては、次の方法で行う。

　　　１９２号）の別票第２に定める方法。

（２）「絶縁油中の微量ＰＣＢに関する簡易測定法マニュアル」（環境省廃棄物・リサイクル対策部

　　　産業廃棄物課）に定める方法。

（１）特別管理一般廃棄物及び特別管理産業廃棄物に係る基準の測定方法（平成４年厚生省告示

（１）ＰＣＢ含有の恐れがある機器については、ＰＣＢ含有量の測定結果が判明した後に、場外搬出を行うものとする。

その際、基準値以上の濃度が認められた場合については、市監督員と協議の上、適切な処理を行うものとする。

１．　トランス・コンデンサー

　　等の微量ＰＣＢについて

２．　トランス・コンデンサー

　　等の搬出について

項　　目

工　事　区　分　表

番号

1

2

天井撤去及び復旧

設備機器、器具取付天井開口

天井取付器具移設

天井の開口補強4

3

5 天井点検口

配管目隠し用の天井のふかし（梁巻き）6

7 配管目隠し用の壁ふかし

8

9

10

天井内の断熱材敷込み(屋上直下階の教室内の天井部分)

設備機器取付･配管等の壁等穴あけ補修

11

12

13

14

15

空調機器間の渡り線（制御線）16

17 空調機器リモコン配線

18

コア抜き部の外部塗装補修 (コア抜き養生とコア抜きは設備)

受変電設備の改修

機器１次側電源設備

機器の接地工事

集中リモコンへの電源送り

梁等の構造上影響のある部材のコア抜き等に際しての

事前調査（鉄筋探査）

電力量計からのデマンドパズル取り出し19

20 デマンドコントローラーの設置 (無電圧A接点出力)

デマンドコントローラーの設置～集中リモコンへの渡り配線 21

22 屋外機械基礎（コンクリート製および鋼製架台類）設置

屋外機械周りのフェンス設置23

24 屋外機械周りの花壇の一部撤去及び復旧

既設天井器具（照明器具・火災報知器等）の移設25

26 既設天井内で施工上支障となる配線および電線管類の移設

防火区画を貫通する配管・配線等の適正措置27

28 外部足場および内部足場の設置

既設アスファルト舗装撤去および復旧29

30 外部で施工上支障となる配線および電線管類の移設

外部で施工上支障となる給排水設備類の配管移設31

32 現場養及び最終クリーニング

施工上支障になる防犯設備の移設33

渡り線・リモコン線等でシールド線を使用するものに

ついての接地工事

建築

●

●

●

電気

●

●

空調

●

●

●

●

●

●

備　考その他

●

●

●

●

● ●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●●●

電灯幹線　　　　単相３線式　　　単相２線式　　　　直流２線式　　　三相４線式

動力幹線　　　　三相３線式　　　

E-002特記仕様書(電気設備.2)

NS

ふれあいの里可児空調・屋根防水改修工事



図面番号

工事名

株式会社　廣建築設備設計設　計

種　別

縮　尺

改修前　盤単線結線図

改修後　盤単線結線図

屋外露出壁掛け型
ＳＵＳ製

3φ3W 200V

100

（172.6A)

ACP-6
3HP

(10.0A)

ACP-5ACP-4ACP-3ACP-2ACP-1
10HP

(40.4A)
10HP

(40.4A)
8HP

(33.7A)
6HP 5HP

(24.0A) (24.1A)

最大運転電流合計

屋外露出壁掛け型
ＳＵＳ製

3φ3W 200V

100

ACP-9 ACP-9 ACP-9 ACP-7 ACP-8ACP-3
8HP

ACP-6
3HP

ACP-6
3HP 2.5HP6HP 6HP 6HP

(24.5A) (24.5A) (24.5A) (33.7A) (10.0A) (10.0A) (9.9A)
5HP

(24.1A)

（161.2A)最大運転電流合計

屋外露出壁掛け型
ＳＵＳ製Ｓ－１

3φ3W 200V

100

225/225
MCCB 3P

ELCB 3P ELCB 3P ELCB 3P ELCB 3P ELCB 3P ELCB 3P
100/100 100/75 50/40 50/40 50/40 50/40

ELCB 3P ELCB 3P
100/100 100/100

3HP 3HP6HP 6HP 6HP
ACP-9K ACP-9K ACP-9K ACP-3K ACP-6K ACP-6K ACP-7K ACP-8K

2.3HP 3HP5HP
(19.5A) (19.5A) (19.5A) (16.9A) (9.9A) (9.9A) (6.4A) (9.9A)

（111.5A)最大運転電流合計

屋外露出壁掛け型
ＳＵＳ製

3φ3W 200V

100

225/225
MCCB 3P

ELCB 3P ELCB 3P ELCB 3P ELCB 3P
50/40

ELCB 3P ELCB 3P

Ｓ－２

225/125 100/100 100/75 100/75 50/50

10HP
ACP-1K ACP-2K ACP-3K ACP-4K ACP-5K ACP-6K

8HP 5HP 5HP 4HP 4HP
(36.5A) (27.6A) (16.9A) (16.9A) (16.9A) (9.9A)

（124.7A)最大運転電流合計

ELCB 3P

　ELCB 3P
　100/100

50/30
ELCB 3P

　ELCB 3P
　 50/40

50/20
ELCB 3P
50/20

ELCB 3P
50/20

　ELCB 3P
　 50/40

　ELCB 3P
　 50/40

ELCB 3P
50/30

既設

ELCB 3P

　ELCB 3P
　225/125

50/50
ELCB 3P

　ELCB 3P
　100/100

50/30
ELCB 3P

　ELCB 3P
　100/100

50/50
ELCB 3P

　ELCB 3P
　100/75

50/40
ELCB 3P

　ELCB 3P
　100/75

50/40
ELCB 3P

　ELCB 3P
　100/75

50/30
ELCB 3P
50/20

　ELCB 3P
　 50/40

ELCB 3P

　ELCB 3P
　 50/40

50/30
ELCB 3P

　ELCB 3P
　 50/50

50/20

既設
　ELCB 3P
　100/100

既設

MCCB 3P MCCB 3P
225/225225/175

既設

MCCB 3P MCCB 3P
225/225225/175

改修後 改修後

改修後 改修後

改修後 改修後 改修後 改修後 改修後 改修後

※改修後ﾌﾞﾚｰｶｰｻｲｽﾞが既設盤内中蓋が納まらない場合は納まるよう調整すること ※改修後ﾌﾞﾚｰｶｰｻｲｽﾞが既設盤内中蓋が納まらない場合は納まるよう調整すること

E-003

－

－

※空調機改修に伴い盤内一次,二次側ﾌﾞﾚｰｶｰ取替え,銅バー調整 ※空調機改修に伴い盤内一次,二次側ﾌﾞﾚｰｶｰ取替え、銅バー調整

ELCB 3P ELCB 3P ELCB 3P ELCB 3PELCB 3PELCB 3P
50/50 50/50 50/40 50/30 50/30 50/20

改修後 改修後 改修後 改修後 改修後 改修後 改修後改修後
ELCB 3P ELCB 3P ELCB 3P ELCB 3P ELCB 3P ELCB 3PELCB 3P

50/30 50/30 50/40 50/3050/20 50/20 50/20
ELCB 3P
50/30

NS

Ｓ－１ Ｓ－２

改修前後・盤単線結線図

ふれあいの里可児空調・屋根防水改修工事
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S=1/150

図面番号

株式会社　廣建築設備設計

S=1/150

工事名

設　計

種　別

縮　尺

4,750

吹抜

吹抜

吹抜

Ｒ階平面図　　S=1/150

改修前　Ｒ階空調設備図
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4,750

吹抜

吹抜

吹抜

Ｒ階平面図　　S=1/150

S-1 S-2

A-
2

A-
3
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4
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5

A-
1

A-
6

A-
6

A-
9

A-
7

A-
9

A-
9

A-
3

A-
8

既設動力盤ﾌﾞﾚｰｶｰ改修

既設動力盤ﾌﾞﾚｰｶｰ改修

改修後　Ｒ階空調設備図

E-004

S=1/150

※既設ケーブル・ケーブルダクト・電線管は流用のこと

※既設室外機電源取外し後新設室外機電源再接続

改修前後　Ｒ階電気設備図

ふれあいの里可児空調・屋根防水改修工事



S=1/150

S=1/150

図面番号

株式会社　廣建築設備設計

S=1/150

工事名

設　計

種　別

縮　尺

61,500

4,500 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750 4,750

ポーチ

プロパン置場

ＷＣ

ＷＣ

浴室

休養室日常訓練室

玄関

WWC

脱衣洗面コーナー

更衣
MWC

サービスヤード

プロパン置場

倉庫

休養室 事務室

5
,
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0
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,
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0
0

5
,
0
0
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5
,
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0
0

2
0
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0
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B

141310 11 12987654321

１階平面図　　S=1/150

ホール

保健室 脱衣室

就労継続Ｂ型、作業室 押入１ プレイルーム

生活介護訓練室

食事コーナー

スペース
更衣

多目的室（食堂）

E-005

61,500
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ポーチ

プロパン置場

ＷＣ

ＷＣ

浴室

休養室日常訓練室

玄関

WWC

脱衣洗面コーナー

更衣
MWC

サービスヤード

プロパン置場

倉庫

休養室 事務室

5
,
0
0
0

5
,
0
0
0

5
,
0
0
0

5
,
0
0
0

2
0
,
0
0
0

C
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A

B

141310 11 12987654321

ホール

保健室 脱衣室

就労継続Ｂ型、作業室 押入１ プレイルーム

生活介護訓練室

食事コーナー

スペース
更衣

クッキー工房

多目的室（食堂）

１階平面図　　S=1/150

既設 埋込コンセント(既設換気扇電源)

改修前　１階コンセント設備図

改修後　１階コンセント設備図

改修前後　１階コンセント設備図

クッキー工房

1

FS
LK

EM-EEF2.0-2C　(MM-A)
1

FS
LK

EM-EEF2.0-2C　(MM-A)

新設 埋込ｺﾝｾﾝﾄ2P15A×2 露出ｽｲｯﾁﾎﾞｯｸｽ ﾒﾀﾙﾓｰﾙA型1個用

新設 天井付ｺﾝｾﾝﾄ2P15A×2 露出ｽｲｯﾁﾎﾞｯｸｽ ﾒﾀﾙﾓｰﾙA型1個用(新設換気扇用電源) 既設 埋込コンセント(撤去)

ふれあいの里可児空調・屋根防水改修工事



入隅塩ビ鋼板W=54
S4S：S-M2

笠木W=225撤去,取付

図面番号

S=1/150

工事名

設　計

種　別

縮　尺

S=1/150
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A
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141310 11 12987654321

4,750

吹抜

吹抜

吹抜

5,
20

0

ﾃﾝﾄ

Ｒ階平面図　　S=1/150

A´

A

B´

B

可児市役所

A-
6

A-
9

A-
3

A-
8

2,450

設備基礎設備基礎

配管化粧ｶﾊﾞｰ

屋上(外周:一点鎖線箇所)

　　(設備,ﾃﾝﾄ,ﾄｯﾌﾟﾗｲﾄ基礎) ｼｰﾘﾝｸﾞ

ｼｰﾘﾝｸﾞ撤去

清掃 ｼｰﾘﾝｸﾞMS-2

S4S：S-F2

ｺﾝｸﾘｰﾄ金鏝仕上 下地清掃 X-2

ｳﾚﾀﾝ塗膜防水

(加硫ｺﾞﾑ系)

合成高分子系ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄ防水

樹脂ﾓﾙﾀﾙ補修

合成高分子系ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄ防水　

合成高分子系ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄ防水

(加硫ｺﾞﾑ系)

下地処理

合成高分子系ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄ防水　

平場・立上り
現状仕上げ

合成高分子系ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄ防水　

(加硫ｺﾞﾑ系)

合成高分子系ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄ防水

樹脂ﾓﾙﾀﾙ補修

改修方法

全面清掃

S4S：S-F2S4S：S-F2

S4S：S-M2

屋上(設備基礎立上)

部位

屋上屋上(平場)

屋上(外周部立上)

ｺﾝｸﾘｰﾄ金鏝仕上 下地清掃 X-2

ｳﾚﾀﾝ塗膜防水

ｳﾚﾀﾝ塗膜防水

下地清掃ｳﾚﾀﾝ塗膜防水

屋上(設備基礎天端

　　及び側面)

庇庇(平場・立上) X-2

合成高分子系ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄ防水　

(加硫ｺﾞﾑ系)

合成高分子系ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄ防水

樹脂ﾓﾙﾀﾙ補修屋上(ﾃﾝﾄ基礎立上)

　　(ﾄｯﾌﾟﾗｲﾄ立上)

S4S：S-F2

防水層撤去後、

防水層撤去後、

防水層撤去後、

配管化粧ｶﾊﾞｰ(一部) 鋼製 RA種 耐候性塗料塗り(DP)

ﾀｲｶﾞｰﾍﾞｰｽ用ｺﾞﾑﾏｯﾄ ｺﾞﾑﾏｯﾄ - ｺﾞﾑﾏｯﾄt=3㎜

下地清掃

X-2

ｳﾚﾀﾝ塗膜防水

B-B´ C-C´A-A´

ﾃﾝﾄ基礎

ﾄｯﾌﾟﾗｲﾄ

屋上(ﾃﾝﾄ基礎

　　天端及び側面)

屋上(外周:一点鎖線箇所) 下地清掃

ｳﾚﾀﾝ塗膜防水

X-2ｺﾝｸﾘｰﾄ金鏝仕上

下地清掃

X-2

ｳﾚﾀﾝ塗膜防水

ｺﾞﾑﾏｯﾄt=3㎜(ｶｯﾄ含む)

※一点鎖線箇所

ﾄﾞﾚﾝ

ﾄﾞﾚﾝ

防水端部押ｱﾙﾐ金物、ｼｰﾘﾝｸﾞ

周長:168m

C´

C

一
点

鎖
線

:1
4.

7m

周長:13.78m 周長:24.52m

周長:5.4m

t=1.5　脱気筒:11個撤去

t=1.5ﾄﾞﾚﾝ目皿撤去,改修ﾄﾞﾚﾝ横型φ100　8個

8.0㎡

備考

763.7㎡

86.52㎡

1.98㎡

14.7㎡

1.08㎡

33.2㎡

15.2㎡

2.73㎡

3.37㎡

防水層撤去後、樹脂ﾓﾙﾀﾙ補修
S4S：S-F2　t=1.5

防水端部塩ビ鋼板金物

S4S：S-M2 t=1.5 S4S：S-M2 t=1.5 t=1.5

樹脂ﾓﾙﾀﾙ補修
S4S：S-F2　t=1.5
防水層撤去後、 樹脂ﾓﾙﾀﾙ補修

S4S：S-F2　t=1.5
防水層撤去後、

防水端部押ｱﾙﾐ金物、ｼｰﾘﾝｸﾞ

入隅塩ビ鋼板W=54 入隅塩ビ鋼板W=54BP-H2N　同等品 BP-H2N　同等品

BP-H5　同等品

防水改修図

改修後断面詳細図　　S=1/15

X-2　改修用ﾄﾞﾚﾝ　縦型φ40ｷｬｯﾌﾟ

165.5m

BP-H2N　同等品

A-001

ふれあいの里可児空調・屋根防水改修工事

１階庇


